
平成２８年度

事業報告書

国立大学法人 小樽商科大学

地
域
と
共
創
す
る
北
海
道
経
済
活
性
化
モ
デ
ル
と
人
材
育
成

平成２５年度採択　文部科学省「地 (知 )の拠点整備事業」



. 



小樽商科大学  地(知)の拠点整備事業 

平成 28年度 事業報告書 

目 次 
外部評価報告書 

平成２８年度ＣＯＣ事業外部評価報告書  ………………………………………… 

活動履歴 …………………………………………………………………………………… 
平成２８年度評価  

平成２８年度評価 進捗状況報告書  ………………………………………………… 

平成２８年度評価 評価結果等  ……………………………………………………… 

プロジェクト成果報告書 
【研究】 
  ① 北海道を世界に発信するための英語表記の実態調査 
 
  ② ニセコ観光局プロジェクト協議会（倶知安町、ニセコ町）との連携による、長期滞

在型観光に関する調査・研究 
  ③ 余市町における観光を主軸とした地域経済活性化に関する調査・研究 
 
  ④ キャラクターでつなげる地域の輪プロジェクト 
 
  ⑤ 観光資源開発としての小樽市立病院・医療ツーリズム事業の実現可能性調査 
 
  ⑥ Google Map APIを利用したおたるウォーキングマップ･アプリの開発に向けて 
 
  ⑦ 小樽・後志地域における北前船の歴史的価値の観光資源化 

 

【教育】 
① 旧国鉄手宮線で巡る外国人観光客のための小樽散策マップ作成プロジェクト 
 
② 地域企業の成長戦略に関するケーススタディと企業家教育 

－後志地域と先進事例の比較分析－ 
  ③ 地域の問題を知り、討論を通じて解決のきっかけを考えるための分野横断的ゼミ

対抗ディベート大会 
  ④ 歴史的建造物保存・活用のためのファンド形成プロジェクト   
 
  ⑤ 「しりべし一般教養テスト」の作題を通した地域理解の試み〜テスト理論に基づく

地域連携と興味喚起の実践〜 
  ⑥ 後志地域の情報を「効果的」かつ「継続的」に伝える方法 
 
  ⑦ 小樽・後志におけるヒューマンストーリーの発掘と地域資源化 
 

   ⑧ （株）小樽水族館公社および（株）北海道マリンパークにおける BSCによる戦略の
比較 

   ⑨ 外国語表示の拡大等を通した、おたる水族館の利便性向上のための取組み 

参考資料 

地域志向型教育プロジェクト助成公募要領 ………………………………………… 
地域志向型研究プロジェクト助成公募要領 ………………………………………… 
プロジェクトマップ …………………………………………………………………… 
プロジェクト評価シート見本 ………………………………………………………… 
プロジェクト成果物 …………………………………………………………………… 
 

 

 
1 

7 

 
9 

36 

 

48 

49 

50 

51 

52 

53 

54 

 

55 

56 

57 

58 

59 

60 

61 

62 

63 

 
64 
69 
74 
75 
77 

 

 

 



平成 28年度ＣＯＣ事業外部評価報告書 

 

はじめに 

 

 平成 28年度は本事業の４年目にあたるが，補助金が大幅に減額となる状況下においても，

最終年度における事業の完成と事業期間終了後の自立自走を視野に入れ，戦略的に取り組んだ

年といえる。 

 

平成 28年度の本事業の全体的な取組の方向性及び特徴については下記のとおりであるが，

以下，具体的な取組・成果事例を挙げるとともに，昨年度の留意事項を踏まえながら，項目別

に評価する。 

 

【平成 28年度事業の特徴】 

１．各種事業計画の前倒し実施に伴う，改善活動及び検証活動の早期化 

２．「商科大学」らしいコスト意識を持った事業の舵取り 

３．当該事業で雇用した教職員の活動の拡大と，取組成果の顕在化 

 

１．各種事業計画の前倒し実施に伴う，改善活動及び検証活動の早期化 

  

＜評価できる点＞ 

１－１．インターリージョナルな人材を育成するためのカリキュラムの中核である「グローカ

ルマネジメント副専攻プログラム」（以下ＧＭＰ)を，予定を前倒しして新設した

が，引き続き副専攻の複数化についても検討を開始しており，新たに４つの副専攻プ

ログラムを設置する骨子を固めるなど，教育改革を継続している。 

１－２．ＧＭＰの早期設置に伴い，検証作業についても併せて取り組んでおり，初年度所属学

生のヒアリングを実施した結果，ＧＭＰについては，学生にとって情報が決定的に不

足しており，プロモーション活動の必要性が確認された。この対応策として，初年度

所属学生による後輩への履修指導や，留学の心構えを所属希望者にレクチャーするラ

ンチ交流会を複数回実施するなど，小規模大学ならではの学生目線の取組を実施して

いる。 

１－３．観光人材育成プログラム「しりべし未来創造大学」については，申請書上の予定より

２年前倒しで開講しているが，３期目の開講にあたり，これまでの経験・実績を活か

し，戦略，金融，マーケティング，組織，ビジネスプラン発表など，カリキュラムを

体系化して実施している。 
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 各種事業計画を前倒しで実施しているが，前倒し実施を持って取組を終了するのではなく，

改革，検証，改善等を継続している点が特に評価できる。 

また，昨年度の外部評価において下記の＜留意事項＞を付しているが，【１－２】の事例に

より，留意事項に対する適切な対応がなされている。 

 

【平成 27年度外部評価における留意事項】 

・ 平成 27 年 10 月から「グローカルマネジメント副専攻プログラム」がスタートしている

が，新たな副専攻の教育効果について，所属学生のヒアリング等により効果測定をするな

ど，今後の改善に向けた検証作業が必要と思われる。 

 

２．「商科大学」らしいコスト意識を持った事業の舵取り 

 

 ＜評価できる点＞ 

２－１．本学のＣＯＣ事業の中核は，地域課題を解決する公募型プロジェクトの推進といえる

が，補助金の大幅減額に伴い，学内予算によるプロジェクト公募を新たに実施してい

る。学長のリーダーシップにより学内予算からプロジェクト経費を確保したほか，１

プロジェクト当たりの予算上限を変更するとともに，「観光と広域連携」をキーワー

ドとし，ＣＯＣ事業の趣旨に合致するプロジェクトを厳選するよう公募要領を見直

し，地域志向教育研究経費の大幅な減少に迅速に対応している。 

２－２．ＣＯＣ事業の成果公表に関しては，高額な印刷製本費をかけることなく，webサイト

を活用することによりコストを抑えて実施している。一方，webサイトを活用した情

報発信は，大学の情報に自らアクセスする層に限定されることから，幅広い人々の目

に触れるよう，駅構内及び学内においてパネル展を開催するなど，コストと情報の拡

散の両方を意識して取り組んでいる。 

２－３．補助金や学内予算を活用した印刷製本は最小限に留め，地域企業が発行するフリーペ

ーパーを活用してＣＯＣ事業の成果公表を行ったほか，自治体が申請した補助金等を

活用して印刷物を作成するなど，これまでに構築した地域との関係によりコストの削

減を実現している。 

２－４．地域貢献プロジェクトの推進にあたり，学生が自ら資金調達に取り組むクラウドファ

ンディングを複数実施している。全てのクラウドファンディング事例が目標額を達成

できたわけではないが，学生が主体的に考えて行動するアクティブ・ラーニングとし

て，成功も失敗も含めて貴重な学習機会となっている。 

  

平成 28年度のＣＯＣ事業における最大の課題は，補助金が大幅に減額される状況下におい

て，いかにして地域課題解決プロジェクトの公募を継続するかであった。この点において，

【２－１】に記載したとおり，補助金の 100万円に加えて学内予算（科研費の間接経費）を活
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用して公募を実施しており，昨年度と同数の 16本のプロジェクトを採択したことは特に高く

評価できる。 

 

＜留意事項＞ 

・ 平成 28 年度は，補助金と学内予算の活用によりプロジェクト公募を実施しているが，平成

29年度に関しては，補助金によるプロジェクト経費が０円になる見込みとのことである。ま

た，平成 28 年度はプロジェクトの予算上限を 100 万円から 25 万円に削減することにより，

16 本のプロジェクトを確保したところであるが，この予算上限では満足にプロジェクトを

遂行できないという声もあると聞いており，申請数は 30件から 22件に減少している。ＣＯ

Ｃ事業の最終年度に当たっては，今後の自立自走を見据えた上で，プロジェクト公募のあり

方について今一度見直す必要があるだろう。 

 

【地域志向型教育研究プロジェクト公募における昨年度比較】 

 

なお，昨年度の外部評価において下記の＜留意事項＞を付しているが，【２－１】【２－

２】の事例により，留意事項に対する適切な対応がなされている。 

 

【平成 27年度外部評価における留意事項】 

・ 平成 28年度の補助金額は，今年度以上に厳しい見込みである。今年度は 16本と多くのプロジ

ェクトが採択されたが，少ない予算で同様のプロジェクト本数を維持することは難しい。公募

に当たっては，大学としてプロジェクトの主軸となるものを決めて，ＣＯＣの趣旨に特化した

ものを支援していく必要がある。 

・ 平成 27 年度のプロジェクトの成果については，小樽駅でのパネル展開催により積極的に情報

発信をしていた。これらのパネルが再利用可能であるならば，学外だけではなく学内でもパネ

ル展を実施し，学生及び教職員へ情報発信することが望まれる。 

 

 

 

  平成 27年度 平成 28年度 

予算総額 700万円 
600万円 

（補助金 100万円，学内予算 500万円） 

1 件当たりの 
予算上限 

A：100万円（教育）70万円（研究） 
B： 30万円 

25 万円 

申請数 30 件（研究 14件・教育 16件） 22 件（研究 10件・教育 12件） 

採択数 16 件 16 件 

備 考  
応募者要件を拡大し，研究員及び事務職
員のプロジェクト申請を可能とした。 
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３．当該事業で雇用した教職員の活動の拡大と，取組成果の顕在化  

 

 ＜評価できる点＞ 

３－１．地域連携コーディネーターは，地方創生に関する委員会に参画し，連携自治体である

ニセコ町の総合戦略策定に寄与するとともに，受託研究「ニセコ町産農産物ブランド

化戦略研究」を実施するなど，ＣＯＣの補助金以外を原資としたプロジェクトにおい

ても，地域課題の解決に積極的に取り組んでいる。 

３－２．地域連携コーディネーターは，大学の重要なテーマである「文理融合型大学間連携事

業」において，帯広畜産大学との連携を推進したほか，「ニセコビジネススクール」

及び「清水町アグリビジネススクール」の開催を通じて，地域人材の育成に取り組ん

でいる。 

３－３．地域連携コーディネーター及び研究員の連携により，地域志向科目「グローバリズム

と地域経済」において，地域住民への取材と記事作成を行うフィールドワークを実施

するとともに，取材に答えた方々と学生による公開座談会「小樽のひとに学ぶ～花園

界隈のいまむかし～」を開催するなど，地域社会の理解を深める実践的な教育活動を

展開している。 

３－４．ＣＯＣ事業で雇用された研究員が代表者となる「北前船の観光資源化」をテーマとし

たプロジェクトに関しては，これまでの地域研究の積み重ねにより，講演回数，報道

事例ともに大幅に増加している。また，同プロジェクトを中心に開催したＣＯＣシン

ポジウム「北前船と小樽・後志～歴史的価値と観光資源化を考える～」においては，

定員の３倍近くの参加者があるなど，本学ＣＯＣ事業に欠かせないプロジェクトとし

て地域の評価が高まっている。 

３－５．本事業においては，地域に出向いて住民目線で意見交換を行う「地域懇談会」を実施

しているが，平成 28年度は，地域連携コーディネーター，研究員，事務職員のコー

ディネートにより計８回開催している。立場の異なる教職員がそれぞれ異なるテー

マ，地域，視点で実施することにより，多様な意見交換が実施されるとともに，業務

の分散による人的資源の有効活用が図られている。 

３－６．研究員及び事務職員による２本のＣＯＣプロジェクトについて，文部科学省における

３か月間の企画展示に初めて参加したほか，中央省庁の合同イベント「子ども霞が関

見学デー」において，ＣＯＣプロジェクトを紹介する体験型のブースを設置するな

ど，北海道の取組事例の道外発信に取り組んでいる。１００以上の出展ブースがある

中で，本学の体験型ブースにはイベント入場者の約１/３が参加しており，本学のＣ

ＯＣ事業の成果が適切に還元されている。 

３－７．ＣＯＣ事務補佐員が中核メンバーとなるプロジェクトにおいて，事業協働地域の「し

りべし地域」全 20市町村と連携し，観光客の地域周遊を促進するとともに，観光客

の具体的な動線を調査するスタンプラリー形式の大規模社会実験「ご当地キャラクタ
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ーシールリレー」を実施している。また，のべ６万人以上が参加した同取組の実施結

果は，報告書に取りまとめの上，地域に幅広く情報発信している。 

３－８．事務局が主催する地域貢献プロジェクトの推進等を通し，地域で働く現場スタッフと

の交流及び情報交換のため，事務職員及びＣＯＣ事務補佐員が年間にのべ 90か所の

地域訪問を実施するなど，地域との連携強化に大きな役割を果たしている。 

 

 小樽商科大学のＣＯＣ事業においては，研究員や事務職員がいわゆる「鞄持ち」として役職

者について回るのではなく，それぞれが異なるテーマや活動領域を持ち，主体的・能動的に行

動することにより，事業の達成に貢献している。ボールのあるところに全員が集まる「草サッ

カー」ではなく，個々が役割を果たすことによって全体として機能する「近代サッカー」のよ

うであり，商科大学ならではのマネジメントが確立されている点が高く評価できる。 

 

＜留意事項＞ 

・ 地域連携コーディネーター，研究員及び事務職員による活発な活動は，ＣＯＣ事業の目標達

成のみならず，地域との関係深化に大きく貢献しているが，ＣＯＣ事業終了後は同様の体

制・取組により地域貢献を継続することは難しく，また，地域が一方的に受益者となりがち

な現状の構図は「地域連携」とは言い難い。地域との意見交換を通じて，大学のみならず地

域が一緒に汗をかくような体制の構築について検討が望まれる。 

・ プロジェクト全般に言えることであるが，ＣＯＣ事業の最終年度に向けては，プロジェクト

成果に係る情報発信と成果の活用についても検討が必要である。また，【３－７】の取組に

おいては，「地域連携会議」の構成機関である小樽商工会議所との連携により，それぞれが

主催するスタンプラリーの情報共有と比較分析を行っているが，こうした情報共有やネッ

トワークづくりについては，今後も進めていくことが望まれる。 

 

なお，昨年度の外部評価において下記の＜留意事項＞を付しているが，【３－４】のシンポ

ジウムにおいて，銀行や一般企業からパネリストを招いており，留意事項に対する適切な対応

がなされている。 

 

【平成 27年度外部評価における留意事項】 

・ 小樽市との合同シンポジウムの開催については，会場が常に満席状態となる盛況ぶりであった

が，パネルディスカッションの人選が大学と自治体の関係者に偏っていた感がある。例えば経

済界からパネリストを招くなどによって，多角的な視点による活発な討論が期待できるのでは

ないか。 
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総 評 

  

平成 28年度の小樽商科大学のＣＯＣ事業は，前年度の外部評価結果等を踏まえながら，事

業の目標達成に向けて積極的に取り組んでおり，適切に事業を推進していると評価できるもの

である。 

 

また，平成 28年度は，過去３年間の事業進捗状況に関する中間評価が実施されているが，

本学は「Ａ評価」となったことから，これまでの本事業の着実な取組があらためて確認された

ところである。 

 

事業最終年度にあたる平成 29年度は，「地域経済活性化に向けた連携ビジョン（ver.2）」

の策定，「しりべし総合観光ネットワーク構想」の提言など，申請書上の大目標に向かって取

り組む年であるが，これまでのＣＯＣ事業の取組が適切であったかが問われることとなる。予

算のさらなる削減など，大学を取り巻く状況は厳しさを増すばかりであるが，引き続き適切な

舵取りにより事業運営に取り組んでいただきたい。 

 

なお，【ＣＯＣ】とは，これまで四分五裂に行われていた地域志向の取組をまとめあげる旗

印であり，大学の体質改善のきっかけの一つに過ぎない。ＣＯＣ事業の終了が地域との関係の

終了となるのではなく，ＣＯＣ事業の推進を通して，地域になくてはならない大学として，

「北に一星あり」と謳われる小樽商科大学の輝きが，今後より一層強くなることを期待する。 

 

 

以 上 
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平成28年度　小樽商科大学ＣＯＣ事業

活動履歴
4月 7日 文部科学省　ＣＯＣ事業　学生アンケート実施(～8日)

7日 平成27年度実績報告書を文部科学省へ提出

19日 第1回ＣＯＣ情報共有会議

20日 第1回ＣＯＣ推進本部会議

22日 プロジェクト公募要領を文部科学省に提出

25日 地域懇談会（ニセコ町）

26日 平成27年度実績報告書を文部科学省へ提出

27日 平成27年度プロジェクト報告書のパネル展を開催（商大フェアにて実施）

27日 マジプロ中間発表会（商大フェアにて実施）

27日 ＮＰＯ法人EgaO設立総会【教育④】

5月 18日 平成28年度　地域志向型教育研究プロジェクト公募開始

19日 第2回ＣＯＣ情報共有会議

20日 小樽駅パネル展「早川三代治と有島武郎・木田金次郎」（～6月5日）

21日 特別展示会「早川三代治～格差問題研究の先駆者」（～7月24日　小樽商科大学付属図書館にて実施）

21日 特別展「早川三代治展　インターナショナルな知的表現者」開催（～7月24日　小樽文学館にて実施）

25日 平成27年度公募プロジェクトの実績をwebで公表

27日 第3期しりべし未来創造大学　開催（～11月2日　全12講）

6月 10日 外部評価委員への事業中間報告

15日 外部評価委員へのプロジェクト採択審査依頼

23日 第3回ＣＯＣ情報共有会議

24日 「まちづくり意見交換会」（小樽市公会堂にて実施）

29日 地域志向型教育研究プロジェクト：採択決定

7月 1日 ゆめぽーとライブ第20弾「早川三代治展　記念講演会」（小樽商科大学付属図書館にて実施）【講演：江頭進】

2日 ご当地キャラクター「シールリレー2016」開催（～10月2日）【研究④】

5日 第1回地域貢献推進委員会

9日 特別展「おたる潮まつり50周年記念・まつり写真展」（～9月18日　市立小樽美術館にて実施）

10日 マジプロ2016w最終成果発表会(小樽商科大学にて実施）

14日 地域連携会議

20日 第2回ＣＯＣ推進本部会議

20日 第4回ＣＯＣ情報共有会議

21日 平成28年度評価を日本学術振興会へ提出

23日 北海道新幹線開業に伴う観光への影響調査（～24日）【研究③】

25日 第3回JAIST金沢駅前セミナー「プレイスブランディング」-地域資源を活かした観光地域づくり-【講演：後藤英之】

26日 地域懇談会（赤井川村）

27日 地域懇談会（仁木町）

28日 地域懇談会（古平町）

28日 子ども霞が関見学デーにてミニシールリレー実施【研究④】

8月 1日 企画展示「つないで，つづける，地域のキズナ」（～11月21日　文部科学省ミュージアム情報ひろばにて実施）【研究④】

22日 地域懇談会（羊蹄山麓地域）

27日 ニセコ地域における観光動態アンケート実地調査（～28日）【研究②】

30日 地域懇談会（北しりべし地域）

9月 6日 地域懇談会（南しりべし地域）

6日 （株）小樽水族館公社及び（株）北海道マリンパークにてインタビュー調査（～7日）【教育⑧】

8日 第5回ＣＯＣ情報共有会議

27日 平成28年度評価　面接評価
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10月 4日 第6回ＣＯＣ情報共有会議

5日 室蘭工業大学来学（ＣＯＣ＋事業にかかる意見交換）

11日 室蘭工業大学訪問（ＣＯＣ＋事業情報交換）

17日 小樽駅パネル展「小樽れっけん～小樽の歴史的建造物ものがたり～」（～27日）

18日 ニセコビジネススクール2016　開催（～12月6日　全6講）

27日 岩内講座「歴史文化を生かした地域振興とまちづくり」　【講師：高野 宏康】

29日 ＣＯＣ＋「オホーツク地域創生シンポジウムin北見工大」

11月 4日 パネル展「小樽れっけん～小樽の歴史的建造物ものがたり～」（国立大学協会総会会場にて実施）

8日 パネル展「小樽れっけん～小樽の歴史的建造物ものがたり～」（～12月6日　市立小樽図書館にて実施）

12日 地域文化と観光資源シンポジウム　【コーディネーター：後藤 英之，講師・パネリスト：高野 宏康】【研究③】

15日 京都シニアベンチャークラブ来学（本学ＣＯＣ事業紹介）

16日 第7回ＣＯＣ情報共有会議

16日 北後志地区郵便局長会（稲北コミュニティセンターにて実施）【講演：後藤 英之】（本学ＣＯＣ事業紹介）

30日 ＣＯＣ＋第１回教育プログラム開発委員会

12月 5日 花園界隈のみなさん＆小樽商大生の座談会「小樽のひとに学ぶ～花園界隈のいまむかし～」【教育⑦】

5日 地域懇談会（小樽市）

7日 北の四大学　ビジネスプラン発表会開催

9日 富山大学来学（本学ＣＯＣ事業紹介）

12日 外部評価報告書作成会議

13日 外部評価報告書作成会議

14日 第8回ＣＯＣ情報共有会議

15日 外部評価報告書作成会議

16日 地域連携会議構成員への事業中間報告

1月 13日 第3回ＣＯＣ推進本部会議

18日 マジプロ2016s最終成果発表会（小樽商科大学にて実施）

21日 内閣府主催「地方創生☆政策アイデアコンテスト」 大津ゼミが優秀賞受賞

26日 第9回ＣＯＣ情報共有会議

26日 地（知）の拠点整備事業プロジェクト　4ゼミ対抗ディベート大会　2016年度最終決戦！【教育③】

2月 10日 旧手宮線周辺小樽散策英語マップ「Otaru Former Temiya Railway」完成【教育①】

13日 平成28年度評価　評価結果公表

14日 第10回ＣＯＣ情報共有会議

17日 外部評価委員へＣＯＣ事業中間評価結果を報告

21日 ＣＯＣ＋第2回教育プログラム開発委員会

21日 小樽駅パネル展「北前船と小樽・後志〜歴史文化のルーツを訪ねて〜」（～3月3日）【研究⑦】

3月 4日 シンポジウム「北前船と小樽・後志～歴史的価値と観光資源化を考える～」【研究⑦】

6日 高知大学　ＣＯＣ/ＣＯＣ＋全国シンポジウム参加（～7日）

15日 第11回ＣＯＣ情報共有会議

22日 ＣＯＣ外部評価委員会

25日 ＣＯＣ＋「オール北海道雇用創出・若者定着プロジェクト」シンポジウム in Chitose

3月 小樽れっけん 小樽の歴史的建造物ものがたり完成【教育④】

商大生が小樽のひとにインタビュー「小樽のひとに学ぶ」完成【教育⑦】

英語版小樽水族館パンフレット完成【教育⑨】

中国語（簡体字）版小樽水族館パンフレット完成【教育⑨】

中国語（繁体字）版小樽水族館パンフレット完成【教育⑨】

韓国語版小樽水族館パンフレット完成【教育⑨】
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（様式１）

氏名
ふりがな

職名

氏名
ふりがな

職名

氏名
ふりがな

職名

氏名
ふりがな

職名

氏名
ふりがな

職名

TEL FAX

E-mail① coc@office.otaru-uc.ac.jp E-mail② kikaku@office.otaru-uc.ac.jp

理事（総務・財務担当副学長）

総入学定員

商学部（経済学科，商学科，企業法学科，社会情報学科）
大学院商学研究科（現代商学専攻，アントレプレナーシップ専攻）

３．事業期間 平成25年10月15日～平成28年3月31日平成２５年度

小樽商科大学長

和田
わだ

　健夫
たてお

住所

0134-27-5213

所在地 北海道小樽市緑3丁目5番21号企画戦略課

川本
かわもと

　雅史
まさふみ

企画戦略課　地域連携戦略係長

７．申請者

５．所在地

国立大学法人小樽商科大学長

江頭
えがしら

　進
すすむ

濱部
はまべ

　威
い

一郎
いちろう

企画戦略課長

８．事業者

９．事業
   担当者

和田
わだ

　健夫
たてお

課名

１．機関番号 10104

平成２８年度評価　進捗状況報告書

６．事業名称 地域と共創する北海道経済活性化モデルと人材育成

北海道小樽市緑3丁目5番21号

１２．事業の
一部を協力す
る大学

小樽商工会議所，札幌商工会議所，中小企業家同友会，小樽観光協会，倶知安観光協会，ニ
セコリゾート観光協会，岩内観光協会，余市観光協会，北海道新聞，おたる水族館，コープ
さっぽろ等，計96機関（自治体，企業等）

４．大学等
     名称

小樽商科大学

２．選定年度

小樽市，倶知安町，ニセコ町，札幌市，北海道（後志総合振興局）

〒047-8501

１０．連携す
る自治体

１１．企業、
NPOの各種団
体・機関等

１７．事業の概要（※400字以内）

　本事業の全体の目的は，北海道の魅力と課題の縮図とも捉えられる「しりべし地域」を中心に，本地域に
おける産業振興及び地域経済活性化に取り組むことにより，北海道経済全体の活性化にも資するモデルケー
スを作ることであり，主たる取組は以下のとおりである。
Ⅰ．教育
　「地域」視点を養う教育に「国際的」視点をプラスした新たな教育プログラムを確立し，地域間の橋渡し
を行う『インターリージョナル』な人材の育成を行う。
Ⅱ．研究
　多角的に地域ニーズを収集するとともに，具体的な地域課題を解決するための「地域志向型教育研究プロ
ジェクト」を幅広く学内公募し，地域と協働した地域課題研究及び社会実験を実施する。
Ⅲ．社会貢献
　地域経済活性化に向けた連携ビジョンの策定により地域間連携事業を推進するとともに，地域ニーズに基
づく地域人材育成プログラムの開発を進め，地域人材を育成することにより継続的な地域活性化を支援す
る。【390字】

１６．WEBサイト：http://www.otaru-uc.ac.jp/coc.html

１３．共同
申請大学

担当者

責任者

１５．本事業担当課の連絡先

563

１４．学部・
研究科等名

0134-27-5234

-1-
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- 2 - 

（様式２） 

Ⅰ．達成目標の進捗状況＜説明文は消さないこと＞（２ページ以内） 
※地域志向科目（シラバスにおいて地域に関する学修を行うことを明示している授業科目）数及び同科目における人材育成について、
当初掲げた目標の達成に向けた進捗状況を具体的に説明してください。 
※その他申請時の達成目標に向けた進捗状況を具体的に説明してください。 

 事業初年度にあたる平成 25年度は，年度の途中に採択が決定したという経緯もあり，事業に必要な人

材の確保，設備備品の整備，連携地域との連絡調整等，事業の助走期間的な位置づけであったが，実質

的なスタート年度にあたる平成 26年度は，事業の加速期間という位置づけで，可能な限り計画を前倒し

で行うことにより，ＣＯＣ事業における果実を，いち早く学生と地域に還元できるよう積極的に取り組

んでいる。以下，申請時の主な達成目標について，平成 26 年度までの進捗状況を項目別に記載する。 

 

【地域志向科目数及び同科目における人材育成について】 

 申請時点での本学の地域志向科目は４科目であり，当初の予定では事業終了年度の平成 29年度までに

７科目程度に科目数を増加することを想定していた。しかしながら，採択に当たり，地域志向科目の更

なる増加が求められたこともあり，事業採択年度に，目標値を当初値の５倍の 20科目に上方修正したと

ころである。 

 地域志向科目については，①「科目の必修化につながるカリキュラム上の科目群」，②「教員が自ら

実施する地域教育科目」と定義し，①においては教育改革を，②においては教員の意識改革を実施しな

がら，科目数の増加に取り組んでいる。特に②については，学則の改正を必要とする①とは異なり，教

員がＣＯＣ事業に深く関わり，地域に関する意識を持つことにより増加が可能なものであることから，

事業の進捗を通じて，地域志向科目は下記のとおり順調に増加している。（平成 27 年度には必修科目群

である「知（地）の基礎系」を新設しており，平成 29年度目標については，平成 27 年度に前倒しで達

成している。） 
 

 申請時 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 
（当初目標値） 

地域志向科目数の推移 ４科目 １１科目※ １４科目 ２０科目 

※ＣＯＣ事業採択に伴う教員への周知により，後期科目において科目数が増加している。 
 

 また，地域志向科目の実施に伴う人材育成に関しては，文部科学省の統一指標によるアンケート及び

教育開発センターによるアンケートの実施結果からも，地域志向科目に対する学生の意識及び満足度の

向上が確認されている。（Ⅲ参照） 

 

【教育：インターリージョナルな人材の育成】 

 北海道は，農業，漁業，ものづくりなど，豊富なコンテンツを持ちながらも，それらを橋渡しするた

めのマーケティングやブランディングに精通し，原価計算等のビジネススキルを持つ人材が不足してお

り，十分にその魅力を発信できていないことが課題である。「インターリージョナル」な人材とは，国

際的な視野と地域の視点の両方を持つグローカル（グローバル＋ローカル）人材とほぼ同義だが，特に

「地域間の橋渡し」ができる能力を兼ね備えた人材と言え，本学のＣＯＣ事業の人材育成コンセプトは，

北海道の課題解決に欠かせないものである。 

 このインターリージョナルな人材育成を実現するためには，地域教育と国際教育の双方に係るカリキ

ュラム改革が必要であり，申請時の予定では，平成 26年度に地域志向教育の履修モデルの検討，平 
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- 3 - 

成 27 年度に国際教育を含めた具体的な履修モデルの検討，事業最終年度の平成 29 年度に履修モデルを

本格始動させる予定であったが，ＣＯＣ事業による果実の早期還元を図るため，教育改革を加速させ，

当初予定を前倒しで実現し，平成 26 年度中に具体的なカリキュラムの決定に至るなど，事業が順調に進

捗している。（詳細については，Ⅲ参照） 

 

【研究：自治体と協働した地域課題研究及び社会実験の推進】 

 採択時の留意事項（Ⅱ-⑤）においても，観光に特化することなく，幅広い領域において地域志向の研

究を進める旨の指摘があったが，事業初年度の地域ニーズ調査を通じて，広大な北海道における地域課

題は，極めて多岐にわたることが判明している。自治体と協働した地域課題研究及び社会実験の推進に

当たっては，地域連携コーディネーターを中心として全学的に地域ニーズの収集に努めるとともに，学

長のリーダーシップにより，平成 26 年度の事業予算の大半を「地域志向教育研究経費」にあて，公募型

のプロジェクトの実施により，具体的な地域課題の解決に取り組んだ。 

 また，平成 26 年度のプロジェクト予算枠は，平成 25年度の 250 万円から 2,000 万に大幅増額してい

るが，最小の費用で最大の効果を上げるという補助金の趣旨に鑑み，教員に対して研究費の一律付与に

ならぬよう，事業規模に応じて複数の予算区分を設定したほか，地域ニーズへの柔軟な対応のため，公

募機会の複数化を図るなど取り組んだ。最終的に３１件の地域志向型教育研究プロジェクトを採択し，

６１名の教員が参画して全学的に地域課題研究を進めたところであり，申請当初の予想（２０件）を上

回る結果となっている。（別－２，別－３上段） 

なお，本学において教員の半数以上が直接的に地域志向のプロジェクトに参画した前例はなく，ＣＯ

Ｃ事業の推進が，教員の地域研究・教育に係る意識の向上にも寄与している。 

 

【社会貢献：地域人材育成プログラムの開発】 

 本学のＣＯＣ事業における達成目標として，学生の人材育成に加えて，地域人材の育成が挙げられる。

継続的に地域の活性化を図るためには，地域の人々が主役となって自ら地域振興に取り組む必要がある

ことから，地域に根差した大学として，大学の知見を地域に還元する人材育成プログラムの開発に取り

組んだ。 

 地域人材育成プログラムの開発に当たっては，申請時点では平成 26年度からプログラムの検討を開始

し，平成 28年度からプログラムを本格稼働する予定であったが，本学の事業連携地域である「しりべし

地域」で 10年間にわたり開講されていた地域人材育成プログラム「羊蹄山麓大学」が平成 25 年度に終

了したことから，地域のビジネスサポート拠点である本学ビジネス創造センターに同様のプログラムの

実施要望が寄せられ，地域の要望に迅速に対応する形で，地域人材育成プログラム「しりべし未来創造

大学」を平成 26 年度に開講し，申請時の目標を２年前倒しで達成した。 

 また，事業連携地域であるニセコ町から，地域での起業をサポートし，地域雇用の創出を目的とする

人材育成プログラムの要望があり，地域連携コーディネーターのアレンジによって「ニセコ創業塾」を

平成 26年度に新規開講し，本学のビジネス創造センター及びビジネススクールの知見を，積極的に還元

する等，地域人材育成についても当初の達成目標を上回る形で順調に進捗している。 
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Ⅱ．留意事項への対応状況＜説明文は消さないこと＞（１ページ以内） 
※採択時に付された留意事項への対応状況について、具体的に説明してください。 
① 事業名について，「観光地域の創出」という特定のプログラムを実施するのではなく，小樽商科大

学が全学的に教育・研究・社会貢献のすべてにわたって地域志向を進めることが地域社会や自治体
に対して明確となるよう見直すこと。なお，新たな事業名を速やかに報告すること。 

【対応】事業名称を「最低１週間の滞在を目指した総合観光地域の創出に向けて」から「地域と共創す
る北海道経済活性化モデルと人材育成」に修正した。 

② 「地域教育プログラム」のうち「地域論」については全学生が必修であることを明確にすること。
【対応】平成 25 年度に「将来構想委員会」を新設し，当該科目の必修化を含み，全学的なカリキュラム

改革の検討を開始した。平成 26年度には，地域から幅広い講師を招くオムニバス形式の「地域
学」を平成 27 年度から新規開講することを決定し，また，当該科目を含む科目群「知（地）の
基礎系」を併せて新設し，全学必修とするカリキュラム改革を実施した。 

③ 「地域教育プログラム」の「地域論」以外の科目について多くの学生が履修するよう，適切に履修
指導・ガイダンス等を行うこと。 

【対応】新入生に対するオリエンテーション及びガイダンスにおいて，本学が地域志向の教育を推進す
る旨を全体説明するとともに，事務職員による窓口での個別履修相談においても，学生に趣旨を
丁寧に説明し，適切な履修指導を行った。 

④ 他の科目についても，積極的に地域に関する学修を取り入れるよう改革を進めること。その際，シ
ラバスにおいて当該科目が地域に関する学修であることがわかるような記載を行うこと。 

【対応】地域志向教育研究経費の助成公募を通じて，地域志向教育プロジェクトへの支援に係る大学の
姿勢を明確にするとともに，公募で採択された教員に対してシラバスへの記載を義務付けるな
ど，地域志向教育への意識啓発を促した。また，平成 27年度のシラバスの電子化に向けて，地
域志向科目のシラバスへの明示化を新たに決定するなど，地域志向科目に係る情報発信を強化し
た。 

⑤ 研究面での取り組みについて全学で８分野ある研究テーマのうち，「観光」についてのみ取り組む
こととしていることを見直し，他の「地域経営」等の分野でもそれぞれ地域志向を進めること。 

【対応】「グローバリズムと北海道経済」をテーマに研究を推進してきた地域研究会を，産学官連携拠
点であるビジネス創造センターに組み入れる組織改組を行い，幅広い地域ニーズに対応可能な体
制を整備した。これにより，実質的に事業がスタートした平成 26年度には，31件の地域志向型
教育研究プロジェクトを採択しており，観光のみならず幅広い領域の地域志向研究を推進してい
る。 

⑥ 地域志向教育研究経費の採択に当たっては，「地域」を志向することを重視する専任教員を対象に
することを明確にした上で，学内に広く公募を行い，適切な審査を行った上で採択を行うこと。特
にアクティブラーニング等教育方法の改善のみならず，教育内容が地域を志向したものとなるよう
な取り組みを採択すること。また，毎年度進捗状況等の実績の評価を行い，その成果を把握するこ
と。なお，採択に当たっては，特定の教員やプロジェクトを支援するものとならないよう，事業申
請者が積極的に関わること。 

【対応】留意事項のとおり適切に実施しているところだが，特に平成 26年度はプロジェクトの予算枠が
前年度の 250 万円から 2,000 万円と大幅増額になることから，平成 25年度の経験及び地域から
の意見を活かし，公募機会の複数化，プロジェクト規模に応じた適切な複数区分の設定のほか，
地域の声を反映した評価方式の検討など，全面的に見直しを図った。 

⑦ 事業採択後，すみやかに全学の教職員を対象に，大学の方針として全学的に地域志向を進めること
について改めて周知を図るとともに，教育研究の地域志向を進めることについてＦＤ／ＳＤを実施
すること。 

【対応】事業採択直後，プレスリリースにより大学の方針を学内・学外に明確に伝えるとともに，学内
に対しては教授会等を通じて周知した。また，全学的な地域志向教育・研究の推進に関して，教
職員の意識向上を目的としたＳＤ研修会を平成 25年 12 月 9 日に，また，ＦＤ研修会を 12月 18
日に実施した。 

※ ⑧～⑪については，本学に対する個別留意事項というよりも，補助金事業の採択にあたり心がける
べき一般的な留意事項であることから，一問一答形式の回答は省略するが，適切に対応していると
ころである。 

⑫ 人件費を計上しているが，将来にわたり地域志向の大学として地（知）の拠点として活動してもら
う必要があるため，学内予算の組替えやポストの再配置などにより，継続的かつ安定的に事業を実
施すること。 

【対応】これまでの人事システムを大きく転換し，各組織で管理する定年退職後の採用人事をストップ
し，「全学運用分」とすることで，大学改革に必要な人員を機動的に再配置する方針を決定し
ており，事業の継続的な実施に向けて準備を進めている。 

 

12



- 5 - 

 

Ⅲ．教育カリキュラム改革を含む事業目標達成のための各種取組＜説明文は消さないこと＞ 

（２ページ以内） 
【教育改革】 
※地域志向科目を履修する教育カリキュラムの改革が進んでいるかについて事業の趣旨に照らしながら、具体的に説明してください。 
【事業の成果と改善】 
※事業により、学生の能力向上・学修行動の変化等にどのような成果がみられるか、どのような方法・指標を用いて成果を測っているか、
また、成果の客観的なデータに基づいた分析結果をどのように事業の改善に反映させているか、具体的に説明してください。 
 

【教育改革】 

 本学のＣＯＣ事業においては，インターリージョナルな人材育成を目指し，地域志向科目のみならず，

国際関連科目についても教育改革を進めることとしている。Ⅰで述べたとおり，申請時の予定では，平

成 26 年度に地域志向教育の履修モデルの検討，平成 27年度に国際教育を含めた具体的な履修モデルの

検討，事業最終年度の平成 29年度に履修モデルを本格始動させる予定を，平成 26 年度には具体的なカ

リキュラムを前倒しで決定したところであるが，このカリキュラム改革のポイントは，大きく分けて次

の２つである。 
 

①「知（地）の基礎系」の新設（平成 27年４月） 

②「グローカルマネジメント副専攻プログラム」の新設（平成 27年 10 月） 
 

①については，ＣＯＣ事業における共通目標である「地域志向科目の必修化」を達成する必修科目群

の設置であり，②については，本学独自の達成目標である，インターリージョナルな人材育成のための

新たな副専攻の設置である。 

 この２つの教育改革は独立したものではなく，①によって，入学当初の土台作りとして，基礎的な地

域志向科目を必修形式で実施し，②によって，２年次後半から発展的な地域志向科目を，選択で履修可

能にする仕組みであり，地域志向科目を効果的に履修するための体系的なカリキュラムの構築が順調に

進んでいる。（詳細については，別－４：平成 26 年度文部科学省発行パンフレット原稿） 

 また，②のグローカルマネジメント副専攻プログラムについては，地域に軸足を置きつつ，世界で活

躍が可能なリーダーを育成するための戦略的なカリキュラムであるが，申請書の達成目標に関する進捗

状況を，ローカル教育とグローバル教育に二分すると，それぞれの進捗状況は次のとおりである。 

ローカル教育については，申請時の構想では，既存の共通科目「総合科目Ⅰ」を，地域教育を行う「地

域論」に名称変更するとともに，新入生が全員履修できるよう，同じ授業を３クラス分開講することに

より，科目の必修化を図る予定であったが，既存の総合科目Ⅰはそのままとし，新規科目として「地域

学」を平成 27 年度から開講することとした。また，採択時の留意事項（Ⅱ-③）に，「地域論（地域学）」

以外の科目について多くの学生が履修するよう指摘があったことに伴い，当初予定していた単独科目の

必修化ではなく，「科目群」の必修化に変更する等，適切な軌道修正を行った上で，目標を達成してい

る。 

グローバル教育については，申請時における語学教育改革は，協定大学であるオタゴ大学を対象とし

た，留学による単位取得や双方向通信授業の実施という，極めて少数の学生を想定した構想であったが，

②の副専攻の設置が早期に具体化したことにより，大学独自の奨学金による新たな留学制度の導入，オ

ンライン学習と実践的トレーニングをＭＩＸした語学教育の実施，独自のデジタルコンテンツの開発に

よるＩＣＴ教育の実施，複数大学との双方向通信授業の検討等に発展しており，語学教育における教育

改革は，当初の予定をはるかに上回る形で進捗している。 
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【事業の成果と改善】 

 ＣＯＣ事業の推進による学生の能力向上・学修行動の変化の検証と改善については，①教育開発セン

ターによる授業改善アンケートの実施，②地域志向科目担当教員による授業アンケートの実施，③文部

科学省の統一指標によるアンケートの実施など，複数の調査形式によりデータを蓄積するとともに，そ

れらを組み合わせることによって改善を図っている。 

大学の教育改革は，学長のリーダーシップの下に方針を決定しているが，方針の決定に当たっては，

①の教育開発センター（Ⅴの組織図⑭）による，組織的なアンケートデータの収集及び分析活動が大き

く寄与している。例えば，Ⅲで前述したグローカルマネジメント副専攻プログラムの設置に先駆け，カ

リキュラム構築の参考のため，グローカル教育に係るアンケートを実施しているが，副専攻の履修対象

者となる学生に対して直接意識調査を行い，その結果を学内で迅速に分析したことは，当該プログラム

の開講予定を前倒しで実施することにもつながっており，ＣＯＣ事業の進捗にも寄与しているところで

ある。 

 また，教育開発センターにおいては，毎年前期と後期の２回「授業改善のためのアンケート」を実施

しているが，アンケート分析の専門家により，全科目の膨大なデータの中から，有用なデータを抽出し

て関係部署にフィードバックしているところである。例えば，ＣＯＣ事業における地域志向科目に関し

ては，９つの設問の全てにおいて全科目平均値を上回る結果となるなど，地域志向科目の講義内容の適

切性が客観的に検証されている。 
 

質問項目 学生評価 全科目平均値 ポイント比較

1 シラバスやオリエンテーションから、事前に十分な情報が得られた。 4.4 4.2 +0.2  

2 学生の理解を促す工夫（具体例の紹介、十分な準備など）が見られた。 4.5 4.3 +0.2  

3 教員の説明や指示内容は的確であった。 4.5 4.2 +0.3  

4 教材や資料（板書、スライド、プリントなど）などの提示が適切であった。 4.4 4.2 +0.2  

5 学生への対応（質問への回答、進度調節など）が適切であった。 4.5 4.2 +0.3  

6 授業中の私語や遅刻者への対処が適切であった。 4.5 4.1 +0.4  

7 授業に適した教室環境（人数、広さ、温度など）であった。 4.3 4.2 +0.1  

8 この授業全体について、内容を理解することができた。 4.3 4.1 +0.2  

9 この授業全体について、内容に満足している。 4.5 4.2 +0.3  
 

②については，講義を担当する教員により直接実施されるものであり，例えば地域志向科目の「グロ

ーバリズムと地域経済」においては，試験の結果のみならず，レポート提出状況，ツアー及びグルー

プディスカッションへの参加状況のほか，地域へのアンケート結果及び授業アンケートのコメント

等の定性的なデータを活用し，授業の進捗に伴う学生行動の変化を分析し，授業の改善に役立てて

いる。また，教育開発センターが保有する学生のＧＰＡデータ等の指標を組み合わせることにより，学

生個人の履修行動や成績との因果関係などが把握可能であることから，教員による適切な履修指導体制

が構築されている。 

 ③の文部科学省の統一指標によるアンケート実施結果からも，地域志向科目の受講が地域の現状把握

と能力の向上につながっていること，また，地域への就職のきっかけにつながっていることが確認され

ており，これらのアンケート調査結果も学内で共有されている。 

平成 26 年度の地域志向科目 14科目は，全てアクティブラーニング形式の授業であるが，授業を担当

する教員が各種のデータを複合的に活用することにより，地域志向科目の充実が図られている。 
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Ⅳ．自治体等との連携・評価＜説明文は消さないこと＞（２ページ以内） 
【ステークホルダーの支援の実施】 
※自治体からの支援（財政支援、建物の無償貸与、人員派遣等）が本事業の目的・各自治体の規模等から適切に実施されているか、ま
た、地元企業、NPO の各種団体・機関等との連携の実施状況について、具体的に説明してください。 
 
【外部評価等の実施と反映】 
※外部評価や教職員、学生、自治体や企業、NPO の各種団体・機関等を対象としたアンケートや聞き取り調査をどのように実施している
か、また、評価結果や調査結果を踏まえどのように事業の改善が図られているかを具体的に説明してください。 

 

【ステークホルダーの支援の実施】 

 本学のＣＯＣ事業に対する自治体等からの支援については，平成 25 年度は直接的な財政支援はない

ものの，小樽市やニセコ町等での教育研究活動における建物の無償貸与，オムニバス形式の講義への講

師派遣など，地域との良好な関係の下，物的支援及び人的支援が行われている。 

 平成 26 年度については，初年度の実績を基に，地域志向型教育研究プロジェクトを発展伸長させるた

めの財政支援が行われたほか，引き続き建物等の無償貸与，講師派遣等による支援が実施されたところ

であるが，地域からの支援により，財政面と学生への教育効果の面で最も大きな成果が上がったといえ

るのが，学生の地域フィールドワーク拠点である「まちなか教室」に係る地域とのコストシェア事例で

ある。 

「まちなか教室」の設置については，事業申請時から事業協働地域と協議を進めていたが，申請段階

では採択の不確実性から，自治体からの施設の提供までには至らなかった。そのため，平成 25年度は歴

史的建造物を大学負担で借り上げて運営していたが，大学の財政負担は極めて大きく，また，学生にと

っても利便性の面から問題があった。平成 26年度は，地域とのコストシェアという考え方に基づき，地

域との対話を進め，小樽市内の複数施設が無償使用可能となる包括連携協定を新たに締結するなど，「ま

ちなか教室」の抜本的な改革を実施した。「まちなか教室」に係る地域からの支援効果は，次のとおり

である。 
 

・ 従来型の「まちなか教室」に係る年間建物借上料は約４００万円であり，施設を大学が維持管理す

ることに伴う光熱水料等の固定的経費のほか，職員の常駐による人件費が発生していたが，大学が

保有する形態から，地域との協働による無償使用形態に移行したことにより，大幅なコストカット

が実現した。 

・ 大学が有償で借り上げていた教室は１教室分しかなく，また，学生が土日祝日に使用する場合は，

事前申請の上教職員の同席が必要であったが，複数施設の複数教室が使用可能となるとともに，事

前申請無しで土日祝日の教室利用が可能となり，学生の活動の幅が広がった。 

・ 市の施設については，研修室等の一般無料区域に加え，総合博物館，文学館及び美術館の有料の展

示スペースも無償で利用が可能となり，「地域に触れ，地域を学ぶ」という本補助金の趣旨に基づ

いた教育活動が可能となった。 

・ 市の施設を無償又は割引により使用する場合には，これまで自治体のルールにより「利用料減免申

請書」の提出が必要であったが，小樽市との協議により，学生証の提示のみで利用が可能となった

ため，学生の利便性が向上した。 
 

 「まちなか教室」の運営方針を，事業 2年目の早期に見直したことは，補助事業期間内のみならず補

助事業期間終了後の事業の自立自走につながるものでもあり，また，自治体の施設利用ルールに係る特

別措置の実現は，ＣＯＣ事業の実施を通して地域との関係が深化した具体的な事例と言える。 
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【外部評価等の実施と反映】 

本事業における連携自治体，教職員，学生へのアンケート調査は，文部科学省が定める統一指標に加

え，本学の独自項目を追加した上で継続的に実施しており，得られた調査結果はＣＯＣ推進本部を中心

として学内で共有するとともに，アンケート回答者に対しても迅速に結果をフィードバックしている。

地域の声を聴く仕組みとしては，連携自治体や近隣地域の商工会議所等を構成機関とし，行政目線で

意見交換を行う「地域連携会議」に加え，大学が自ら地域に出向き，住民目線で意見交換を行う「地域

懇談会」（平成 25年度５回，平成 26 年度７回）を開催し，多角的に地域のニーズを汲み取る枠組みを

構築している。また，会議形式によるニーズ調査以外にも，地域連携コーディネーターを中心とした聞

き取り調査活動のほか，多くの地域志向型教育研究プロジェクトにより幅広くアンケートや聞き取り調

査を実施しており，その調査結果については，報告書の作成や勉強会の開催により適切に地域にフィー

ドバックしている。 

外部評価の仕組みとしては，前述の「地域連携会議」による外部評価のほか，地域の有識者及び一般

市民で構成する「外部評価委員会」により，二重の外部評価を実施しているが，特に後者に関しては，

事業の適切な運営に大きな役割を果たしているものである。 

事業開始年度の平成 25年度の外部評価委員会において，「年度末に大学から当該年度に実施済みの取

組について報告を受ける従来の形式ではなく，事業進行中のリアルタイムな情報を共有し，必要な軌道

修正を行いたい」旨の提言があったことから，平成 26 年度は，３か月に１度をメドとして外部評価委員

を個別訪問する形式で意見交換を行った。この外部評価委員への個別訪問の実施により，会議形式以上

に各委員から自由な意見及び提言が寄せられるようになるとともに，大学側は各種提言に対して次回訪

問の際に対応策を報告することとなり，事業年度内に様々な提言と改善が繰り返されるＰＤＣＡサイク

ルの構築につながっている。 

なお，平成 26 年度の外部評価委員による最大の提言として，【プロジェクト成果の一般公表の義務化，

成果に係る外部評価の実施と評価結果の活用】が挙げられる。この提言については，「本学のＣＯＣ事

業の中核は，地域志向型教育研究プロジェクトであるが，その中核となる取組にこそ地域の声を取り入

れるべき」という外部評価委員の意向に基づいている。この提言に対する大学側の対応として，プロジ

ェクト評価シートの新規導入による定量的なプロジェクト評価の実施を決定するとともに，評価結果得

点の今後の採択審査への活用についても，平成 27 年度の導入に向けて検討を進めたところである。 

また，このプロジェクトの評価方法については，連携自治体からも高い評価を受けたことから，前述

の地域連携会議による外部評価においても採用することとなり，地域連携会議と外部評価委員会の独立

性を担保しつつも，同じ評価機軸で定量的に事業を評価するという，申請段階では想定していなかった

外部評価の仕組みが確立された。 

外部評価の実施と，地域からの提言に真摯に対応した結果として，地域：学内（学長）の評価比率を

１３：１とする，地域の声を徹底的に重視する独自の評価システムが誕生し，事業の改善及び大学の制

度改革に直接つながっているところは，ＣＯＣ事業の実施によって生まれた大きな成果である。 

なお，地域によるプロジェクトの評価作業は，地域の担当者に大きな負担をかけるものではあるが，

事業の適切な運営に欠かせないものとして理解を得ており，この点においても本学ＣＯＣ事業に対する

地域からの人的支援が実現していると言える。 
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Ⅴ．実施体制・事業の継続発展＜説明文は消さないこと＞（１ページ以内） 
【全学的なマネジメント体制の構築】 
※学長（校長）を中心とした責任あるマネジメント体制が構築され、役割分担の明確化や教職員の配置、各分担との連携等について、ま
た、教職員の意識に変化が見られるかなど、全学的な取組となっているかについても具体的に説明してください。 

 

【全学的なマネジメント体制の構築】 

 本学のＣＯＣ事業の推進代表者は学長であり，取組の中心は，地域の具体的な課題を解決する「地域

志向型教育研究プロジェクト」であるが，下図の組織図のとおり，学長とプロジェクトを中心に，大学

（学内）と地域をつなぎ，全学的に事業を運営する仕組みが構築されている。 

（以下，上図について一部補足説明を記載） 

①地域連携コーディネーターを中心とした，全学的な地域ニーズ把握 

②地域ニーズに基づく課題解決プロジェクトの立ち上げ（教育分野においては学生も参加） 

③学長によるプロジェクトの採択決定 ④プロジェクト成果の地域還元 ⑤成果に対する地域評価  

⑥外部評価の実施と提言 ⑦外部評価の提言に対する対応指示 ⑧提言への対応策の検討と実施報告 

⑨提言に対する改善報告 ⑩ＣＢＣによる，地域ニーズに基づいた人材育成プログラムの実施  

⑪地域の要望に基づく学生の各種地域貢献活動と，地域による学生のサポート 

⑫役員及び教育・研究・社会貢献部門の責任者を中心に構成するＣＯＣ事業の中核組織 

⑬月に１度開催する，教職員の垣根を超えて事業の進捗報告を行う情報共有会議 

⑭アクティブラーニングの推進を含め，大学の教育改革を担う中核組織 

⑮事務局長のマネジメントにより，明確な役割分担を持ちつつも，全学的な協働体制による事務局。 

特に平成 26年 10 月には，企画戦略課に「地域連携戦略係」を新設し，ＣＯＣ事業の推進及び進捗

管理を強化する組織改革を実施している。 
  

 地域のニーズ把握とその対応に関しては，地域連携コーディネーターを中心としつつも，学長，教員，

事務職員及び学生の全てが，高い意識を持って地域とつながるコーディネーターの役割を果たしており，

幅広いアプローチにより，全学的に地域志向の取組を推進している。 

 なお，地域志向の取組に係る学内者の意識の向上は，本学のＣＯＣ事業の中核である地域志向型教育

研究プロジェクトの申請状況からも確認されている。（別－２） 
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Ⅵ．補助金の執行状況＜a・b の説明文は消さないこと＞ 
【経費の適切な執行】 
※これまでの執行経費の内容は妥当であり、事業目的を達成する上で必要不可欠なものへの支出となっているか。 
 

１．平成２５年度の実施状況（２ページ以内）※平成２５年度選定校のみ 

a.事業実施計画（平成２５年度交付申請書「本年度の補助事業実施計画」より転載） 

Ⅰ．教育 

① 10 月～12 月：街中教室の開設・整備  

② 9 月～ 地域志向型教育プロジェクト公募要領の検討 

Ⅱ．研究等 

③ 3 月：ビジネス創造センターと地域研究会の統合 

④ 9 月～ 地域志向型研究プロジェクト公募要領の検討 

 Ⅲ．社会貢献 

⑤ 10 月～3月：地域懇談会の開催 

⑥ 10 月～12 月：街中教室の環境整備 

 Ⅳ．全体 

⑦ 9 月，3月：地域連携会議の開催（9月:ビジョンの共有 3月:自己点検評価）  

⑧ 10 月～3月：各自治体との地域課題及びビジョンの共有 

⑨ 1 月～3月：外部評価委員会の設置と評価項目の検討 

b.補助対象経費別内訳表（平成２５年度実績報告書「費目別収支決算書の「補助事業に要

した補助対象経費の額等」」及び「補助対象経費別内訳対比表の「実支出額」」より転載）

経費区分 金額（円） 実支出額 

物品費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人件費・謝金 

 

 

 

 

 

 

 

4,541,268 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5,817,276 円 

 

 

 

 

 

 

 

【設備備品費】3,378,750 円  

 机 50 台 (生徒用デスク)   1,178,893 円 

 いす 50 台 (パイプ椅子)    818,676 円 

 パソコン 1 台               136,500 円 

 コピー 1 台 (複合機)      484,950 円 

 ホワイトボード 6 台       510,854 円 

 プロジェクター 1 台           196,482 円 

 スクリーン 1 台                52,395 円 

【消耗品費】1,162,518 円  

・コピー用紙等事務用品       1,162,518 円      

 

【人件費】5,475,676 円  

・地域連携コーディネーター(1 名 2 ヶ月)  548,706 円

・学術研究員(2 名 4 ヶ月)         1,594,202 円

1,219,633 円

・非常勤職員(2 名 5 ヶ月)          1,148,119 円

                       965,016 円

【謝金】341,600 円  

・学生謝金    34,500 円 
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旅費 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,818,062 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

4,144,342 円 

街中教室授業補助  2 人×1,000 円×3ｈ＝6,000 円

シンポジウム運営補助 5人×950円×6ｈ＝28,500円

・講師謝金 248,000 円  

地域懇談会講師謝金      (12 月，1 人：16,000 円)

セミナー講師謝金      (1 月，2 人 ：80,000 円) 

シンポジウム講師謝金    (3 月，4 人：152,000 円) 

・外部評価委員謝金      19,700 円×3 人＝59,100 円 

 

【旅費】1,818,062 円 

・北海道内出張旅費(ニセコ，俱知安等） 321,940 円

・北海道外出張旅費(フォーラム等参加旅費)  

1,306,792 円

・講師等旅費 189,330 円  

地域懇談会講師旅費    (12 月,1 人:  2,340 円)  

セミナー講師旅費     (1 月,3 人:104,070 円)  

シンポジウム講師旅費    (3 月,1 人: 82,920 円) 

   

【外注費】525,000 円  

・ホームページ作成         525,000 円  

【会議費】645,226 円 

・地域懇談会          44,750 円 

・セミナー                145,126 円 

・シンポジウム          455,350 円 

【通信運搬費】119,343 円 

・街中教室通信料          15,792 円   

・街中教室 OCN 利用料         4,158 円  

・後納郵便料             17,793 円  

・モバイル Wi-Fi ルーター，b モバイル更新ライセンス

81,600 円

【光熱水料】57,740 円  

・ＬＰＧ代，水道料金，灯油代      57,740 円

【その他(諸経費)】2,797,033 円  

・羊蹄山麓大学受講料 2,000 円×3 回    6,000 円

・バス借り上げ             32,550 円

・什器等移設作業            44,100 円

・駐車料金                1,800 円

・ゼロックス複写機保守料        229,183 円

・地域志向教育研究費(6 件)        2,483,400 円

 合計 16,320,948 円  
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２．平成２６年度の実施状況（２ページ以内） 

a.事業実施計画（平成２６年度交付申請書「本年度の補助事業実施計画」より転載） 

①４月 ：小樽街中教室，アクティブラーニング教室を活用した地域志向教育活動の展開 

②６月 ：新たな教育研究組織及び教育課程の方向性の決定 

③６月～：インターリージョナルな学生の育成に資する履修モデルの検討開始 

④６月 ：地域志向型教育プロジェクト公募の実施 

⑤６月～：新たなカリキュラム構築に向けた教育アンケートの実施 

⑥５月 ：「地域連携会議」の開催 

⑦４月～：地域連携コーディネーターを中心とした地域ニーズ調査の実施 

⑧６月 ：地域志向型研究プロジェクト公募の実施 

⑨４月～：本学ビジネス創造センター地域経済研究部における地域研究及び社会実験の実施 

⑩４月～：先進地域及びＣＯＣ採択大学等の訪問調査の実施 

⑪６月～：各地域における「地域懇談会」の開催 

⑫６月～：観光人材育成のためのプログラム開発の検討 

⑬～３月：ビジネス創造センター主催セミナー等，市民向けセミナーの開催 

⑭４月～：地域連携コーディネーターを中心としたネットワーク形成及びコーディネート活動

⑮４月～：地（知）の拠点整備事業にかかる広報活動の展開 

⑯～３月：地（知）の拠点整備事業アンケートの実施 

⑰５月 ：「地域連携会議」による外部評価の実施 

⑱～３月：自己点検評価の実施及び市民参加型の外部評価委員会の開催 

⑲～３月：地域志向型教育・研究成果報告会の開催 

⑳～３月：ＣＯＣ採択大学等訪問調査報告会の開催 

b.補助対象経費別内訳表（平成２６年度実績報告書「費目別収支決算書の「補助事業に要した

補助対象経費の額等」」及び「補助対象経費別内訳対比表の「実支出額」」より転載） 

経費区分 金額（円） 実支出額 

物品費 

 

 

 

 

 

 

 

人件費・謝金 

 

 

 

 

 

 

 

1,032,234 円 

 

 

 

 

 

 

 

27,473,450 円 

 

 

 

 

 

 

 

【設備備品費】0 円 

【消耗品費】1,032,234 円 

街中教室運営及び教育活動にかかる消耗品 414,706 円

研究及び社会貢献活動にかかる消耗品     191,771 円

会議，セミナー，成果報告会開催にかかる消耗品 

131,383 円

ＣＯＣ推進本部の運営にかかる消耗品   294,374 円

 

【人件費】26,663,075 円 

地域連携コーディネーター 給与等  7,936,727 円 

学術研究員①       給与等  6,344,472 円 

学術研究員②       給与等  5,917,126 円 

事務補佐員①       給与等  3,534,530 円 

事務補佐員②       給与等  2,930,220 円 

【謝金】810,375 円 

地域志向科目非常勤講師謝金      187,381 円 
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旅費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

 

 

 

 

 

 

2,139,440 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21,643,927 円 

ＴＡ謝金               174,800 円 

調査・研究補助謝金                 264,000 円 

外部評価委員謝金            78,800 円 

セミナー講師謝金           75,394 円 

地域づくり懇談会講演謝金       30,000 円 

 

【旅費(うち国内旅費)】1,688,640 円 

地域懇談会旅費(真狩，喜茂別等)    33,120 円 

北海道内出張旅費(ニセコ，俱知安等)  551,720 円 

北海道外出張旅費(フォーラム等参加)  892,680 円 

講師等旅費(札幌)            102,720 円 

外部評価委員旅費            8,320 円 

知(地)の基礎系にかかる打合せ旅費     100,080 円 

【旅費(うち外国人招聘旅費)】450,800 円 

外国人招聘旅費            450,800 円 

 

【外注費】34,000 円 

地域づくり懇談会講演料        34,000 円 

【印刷製本費】455,843 円 

事業解説パンフレット印刷費      230,040 円 

告知チラシ(セミナー，報告会）         99,360 円 

封筒                 110,700 円 

広域観光連携ラベル                   14,220 円 

コピー代                1,523 円 

【会議費】193,485 円 

地域連携会議(ミネラルウォーター)    2,525 円 

セミナー開催(会場借料等)           150,250 円 

しりべし未来創造大学会場借料         25,710 円 

地域づくり懇談会会場借料        15,000 円 

【通信運搬費】224,435 円 

街中教室通信費            47,816 円 

地域調査用モバイル Wi-Fi ルーター等  129,909 円 

後納郵便料               46,710 円 

【光熱水料】11,610 円 

街中教室 電気，ガス，水道            11,610 円 

【その他(諸経費)(うち委託費以外)】 20,724,554 円 

公共交通機関未整備地域(しりべし地域)における教育

研究調査活動(レンタカー・タクシー代)   64,399 円  

地域会議参加費              1,700 円 

バス借り上げ                64,800 円 

ゼロックス複写機保守料         204,556 円 

地域志向教育研究経費           20,389,099 円 

合計 52,289,051 円  
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Ⅶ．平成 27 年度の取組と今後の見通し＜説明文は消さないこと＞（４ページ以内） 

※Ⅰ～Ⅴの観点を参照しながら、具体的に説明してください。 

①達成目標の進捗状況 

【地域志向科目数及び同科目における人材育成について】 

 平成 26 年度にカリキュラム改革を前倒しで進めたことにより，平成 27 年度には，申請時の構想であ

った「地域論（地域学）」という必修科目の設置ではなく，地域志向科目の必修科目【群】である「知

（地）の基礎系」を新設しており，ＣＯＣ事業における目標である「地域志向科目の必修化」を早期に

達成するとともに，地域志向科目が大幅に増加することとなった。 
 

 申請時 平成 25 年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 29 年度 
（当初目標値） 

地域志向科目数の推移 ４科目 １１科目 １４科目 ５９科目 ２０科目 

 

【教育：インターリージョナルな人材の育成】 

 国際的な視野と地域の視点の両方を持ち，「地域間の橋渡し」ができる能力を兼ね備えたインターリ

ージョナル人材の育成において，申請当初は，平成 27 年度は具体的な履修モデルの検討に留まる見込み

であったが，教育改革の加速化により，①「知（地）の基礎系」の新設（平成 27年 4月），②「グロー

カルマネジメント副専攻プログラム」の新設（平成 27年 10 月）を達成している。（詳細については，

Ⅶ－③に記載） 

 

【研究：自治体と協働した地域課題研究及び社会実験の推進】 

 平成 27 年度のプロジェクト公募に当たっては，ＣＯＣ事業の予算総額の縮小から，平成 26 年度のプ

ロジェクト予算枠 2,000 万から 700 万円に大幅減額となっているが，昨年度と遜色ない 30件の申請があ

るなど，地域志向教育研究に対する教員の意識の向上が確認されている。（別－２） 

また，予算が１/３程度になったことから，これまで以上に採択審査の厳密化を図りつつも，教員のモ

チベーション及び研究の芽を摘み取らないよう，学長奨励枠（６件）を新設するなど，公募方式の迅速

な改善に取り組んだ。結果として 10 件の採択と併せて 16件のプロジェクトが立ち上がり，引き続き地

域の幅広い課題の解決に取り組んだところである。（別－３下段） 

 

【社会貢献：地域人材育成プログラムの開発】 

 地域人材育成プログラムに関しては，地域の要望に基づき，平成 26 年度に「しりべし未来創造大学」

を２年前倒しで開講したところだが，初年度の受講生の受講状況の分析及び要望に基づき，カリキュラ

ム内容，開講曜日，会場等を見直した上で継続して開講した。 

 また，同じく平成 26年度に，ニセコ町の要望により新規開講した「ニセコ創業塾」に関しては，受講

者のレベルアップを図るため，講義内容を専門化・高度化する形で見直し，「ニセコビジネススクール」

と名称を変更して開講しており，受講者から好評を博している。 

 上記の地域人材育成カリキュラムについては，申請時の予定を前倒し又は上回る形で開講したもので

あるが，ＣＯＣの事業期間内に更なる改善が行われるなど，平成 27年度においても，早期開講による効

果が確認されている。 
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②留意事項への対応状況 

 採択時に付された留意事項①～⑫については，採択年度の平成 25年度中に対応するとともに，文部科

学省に対応策を報告済みであるが，平成 27年度に明確に進捗したものについて，対応状況を一部補足す

る。 

留意事項②「地域教育プログラム」のうち「地域論」については全学生が必修であることを明確にする

こと。 

【対応】「地域論」については，既存科目の名称変更ではなく，地域から幅広い講師を招くオムニバス

形式の「地域学」として平成 27 年度に新規開講しており，また，当該科目を含む科目群「知（地）

の基礎系」を併せて新設することにより，地域志向科目の必修化を実現した。 

留意事項⑫ 人件費を計上しているが，将来にわたり地域志向の大学として地（知）の拠点として

活動してもらう必要があるため，学内予算の組替えやポストの再配置などにより，継続

的かつ安定的に事業を実施すること。 

【対応】平成 27 年度は，本学がこれまで蓄積してきた実践的な教育方法（教育開発センター機能），

国際交流（国際交流センター機能），産学官連携ネットワーク（ビジネス創造センター機能）を

相互に連携・融合させ，拡大的効果を図るための全学的な教育研究支援組織として，【グローカ

ル戦略推進センター】（ＣＧＳ：Center for Glocal Strategy）を設置しており（本格稼働は平成 28

年度），ＣＯＣ事業において採用した准教授（地域連携コーディネーター）及び学術研究員を同

センターの所属とする組織改革を実施している。 

 

③教育カリキュラム改革を含む事業目標達成のための各種取組 

 【教育改革】 

 平成 27 年度においては，「知（地）の基礎系」の新設により地域志向科目が増加するとともに，グ

ローカルマネジメント副専攻プログラムの新設により，地域志向科目と国際関係科目の充実が図られて

いるが，特に平成 27年度は，グローバル教育に係る取組が次のとおり加速している。 

・ 大学独自の奨学金により海外留学を支援する仕組みの導入により，新設した「アメリカ事情」，「ア

ジア・オセアニア事情」の履修者 46 名が海外に留学しており，グローカル人材の育成に大きく寄

与している。 

・ iPad 等を活用した最新のＩＣＴ教育を実践するにあたり，教員のアイディアを基に独自の教材を作

成しているが，この取組により，デジタルコンテンツ数 126，教員によるレクチャー動画数 23，学

生による課題動画数 53と教材のコンテンツが拡大しており，常に最新かつオリジナリティあふれ

る教材により学生が学ぶことで，教育効果が高まっている。 

・ 海外との双方向授業の実施に関しては，申請時は協定校であるオタゴ大学のみを想定していたが，

トランシルバニア大学，ハワイ大学等との間で双方向通信の授業を新たに開始しており，ネイティ

ブとのコミュニケーションを通して，日本とは異なる文化や習慣を肌で感じる機会が生まれ，日本

の教室にいながら留学と同様の学習効果を生む環境が整った。 

 

 【事業の成果と改善】 

 学生の能力向上・学修行動の変化の検証と改善については，引き続き①教育開発センターによる授業

改善アンケートの実施，②地域志向科目担当教員による授業アンケートの実施，③文部科学省の統一指

標によるアンケートの実施等を通して取り組んでいる。 

特に平成 27年度に新設した地域志向の中核科目である「地域学」については，外部から幅広い経歴を
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持つ講師を招き，経済，流通，金融，観光，食，歴史等の幅広いテーマについて講義を行うオムニバス

形式の授業であることから，詳細な調査を実施するとともに，調査結果を教員間で共有した。調査の具

体的な方法としては，講義ごとの「出席数」，「事前課題提出状況」，「最終レポート提出状況」の定

量的なデータを分析するとともに，学生コメントからの定性的なデータを分析し，開講テーマと学生の

学修行動の関係を調査しており，調査結果は翌年度の開講テーマの決定に活用するなど，講義の改善に

役立てている。 

また，「地域学」全体の平均出席率は約９割と高く，履修取消率は 1.６％と極めて低い値となっ

たほか，教員３名による評価の平均値により成績を評価した結果，秀及び優の高評価が約７割を占

めるなど，講義自体の有用性と，学生の地域志向科目への意識向上が確認されている。 

 

④自治体等との連携・評価 

 【ステークホルダーの支援の実施】 

 本学のＣＯＣ事業に対する自治体等からの支援については，地域志向型教育研究プロジェクトを発展

伸長させるための財政支援が行われたほか，引き続き建物等の無償貸与，講師派遣等による支援が実施

されたところであるが，地域志向型教育研究プロジェクトの推進を通して，個別のプロジェクトと自治

体との間で共同研究に発展するケースが生まれており，この結果，平成 27 年度の共同研究・受託研究数

は，平成 26年度の【6件/197 万円】から【10 件/1,097 万円】に増加している。（文部科学省フォロー

アップ資料より） 

補助金を活用した学内の公募プロジェクトから，地域からの支援による共同研究への発展は，ＣＯＣ

事業終了後の自立自走に向けて，大きな意味を持つ事例といえる。 

 また，ＣＯＣ事業を通じて築いた小樽市との強固な関係の下，小樽市の総合戦略の完成報告と併せて，

本学の広域連携事業を報告する「地方創生シンポジウム」を，大学と市の両主催により初めて開催した。

小樽市が総合戦略報告のために計上していた予算を活用し，開催費用の大半を小樽市が負担する代わり

に，大学側は一般市民になじみが深いテーマでの講演及びパネルディスカッションを実施することによ

り集客に貢献した。地域とのコストシェアによる予算削減と，大学と小樽市の明確な役割分担による業

務の効率化を併せて実現しており，地域との連携により最小限の費用で最大限の効果を生むという，Ｃ

ＯＣ事業の本質とも言えるシンポジウムを体現している。 

 

 【外部評価等の実施と反映】 

平成 26 年度に引き続き，連携自治体，教職員，学生へのアンケート調査実施のほか，「地域連携会議」，

「地域懇談会」（平成 27 年度 6回）の開催等を通して，多角的に地域のニーズを汲み取っているが，平

成 27 年度においては，地域の意見を聴き，地域と共に事業を進める体制を一層強化している。 

本学のＣＯＣ事業においては，「地域連携会議」による外部評価のほか，地域の有識者及び一般市民

で構成する「外部評価委員会」により，二重の外部評価を実施しており，平成 26 年度から両者が地域志

向教育研究型プロジェクトの評価に深く関わることとなったが，「事後的な評価以上に，今後のプロジ

ェクトの採択にこそ地域の声を反映してほしい」旨の提言があったことから，平成 27 年度には，採択審

査に学外者が参加し，地域の声を反映させる仕組みを初めて導入した。（別－５） 

このことにより，プロジェクトの実施に係る事後的な評価のみならず，プロジェクト実施前の採

択審査にも地域が関わる仕組みが構築され，地域志向型教育研究プロジェクトに対して，改善提案
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を含めて地域が一貫して関与する新たなＰＤＣＡサイクルである【地域経済活性化に向けた連携ビ

ジョン（Ver.1）】が完成している。（別－６） 

 この連携ビジョンは，申請書段階においては，平成 27年度に「地域連携会議」により協議をスタート

し，平成 28年度に連携ビジョンに基づいて事業を検証する予定であったが，「地域連携会議」と「外部

評価委員会」を融合させた上で，概念的な【ビジョン】以上に具体的な【スキーム】として前倒しで完

成しており，予定を大幅に上回る進捗状況となっている。 

⑤実施体制・事業の継続発展 
 

 平成 27 年度は，学長を中心としたマネジメント体制により，引き続き適切に事業を運営してい

るところであるが，学内で長期間独立して存在していた各種センター機能を連携・融合させる組織

改革に取り組み，【グローカル戦略推進センター】（ＣＧＳ：Center for Glocal Strategy）を設置した（本

格稼働は平成 28 年度）。これにより，学長のリーダーシップの下で，地域志向教育，国際教育，産学官

連携機能等を戦略的に推進可能な体制が整備された。 

また，地域に対する教職員の意識の変化という観点では，事務職員が実施した地域ニーズ調査に基づ

き，事務職員のチームが地域貢献プロジェクトを立ち上げ，事業連携地域の２１市町村との広域連携事

業を達成している。教員，学生だけではなく，事務職員までが地域に深く関わった事例は初めてであり，

ＣＯＣ事業の推進を通して，大学構成員の意識改革が明確に進んでいる。 

⑥これまでの COC をいかして、COC+の目標に対してどのように取り組んできたか。また今後、どのよう

に取り組んでいくのか。 
 

本学は，室蘭工業大学が申請校として採択されたＣＯＣ＋事業（事業名称：「ものづくり・人材」が

拓く 「まち・ひと・しごとづくり」）に参加し，ＣＯＣ事業に先行して取り組んだ大学として，その成

果と知見を提供することとなっている。 

室蘭工業大学のＣＯＣ＋事業は，理系大学及び高専を中心として，「ものづくり」によって若者の地

域定着を促し，北海道の活性化を目指す取組である。Ⅰで述べた北海道が抱える課題と同様に，「もの

づくり」というコンテンツの増加・蓄積だけでは北海道の活性化は実現せず，それらのコンテンツをビ

ジネスレベルに昇華させるための「橋渡し役」が必要不可欠である。本学のＣＯＣ事業においては，地

域間の橋渡しを行う「インターリージョナル」な人材を育成しているが，ＣＯＣ＋事業において本学は，

参加機関の橋渡しを行う「インターリージョナル」な大学として機能することが可能であり，ＣＯＣ事

業の果実をＣＯＣ＋事業に効果的に活用するという点において，文部科学省の事業趣旨そのものに合致

するところである。 

また，室蘭工業大学とは，本学の地域志向科目である「地域活性化システム論」において，専門分野

の異なる両大学の学生が一緒に地域の課題を取り上げ，活性化策を共同で考察する取組を実施する

など，すでにＣＯＣ事業の推進を通して連携関係を築いてきたところである。平成 28年度も引き続き

文理融合による学生教育を推進しており，今後も申請校である室蘭工業大学との密接な関係の下，北海

道の活性化に取り組むものである。 
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Ⅷ．平成 27 年度以降の補助金の執行状況＜a・b の説明文は消さないこと＞ 
【経費の適切な執行】 
※これまでの執行経費の内容は妥当であり、事業目的を達成する上で必要不可欠なものへの支出となっているか。 

１．平成２７年度の実施状況（２ページ以内） 

a.事業実施計画（平成２７年度交付申請書「本年度の補助事業実施計画」より転載） 

①４月～：知（地）の基礎系新設に伴う地域志向教育活動の展開 

②４月～：Blended Learning による語学教育の試行 

③６月 ：地域志向型教育プロジェクト公募の実施 

④１０月：グローカルマネジメント副専攻プログラムの開始 

⑤４月～：地域連携コーディネーターを中心とした地域ニーズ調査の実施 

⑥４月～：本学ビジネス創造センター地域経済研究部における地域研究及び社会実験の実施 

⑦４月～：先進地域及びＣＯＣ採択大学等の訪問調査の実施 

⑧６月 ：「地域連携会議」の開催 

⑨６月 ：地域志向型研究プロジェクト公募の実施 

⑩４月～：地域連携コーディネーターを中心としたネットワーク形成及びコーディネート活動

⑪４月～：地域間連携による観光情報発信の実施 

⑫６月～：各地域における「地域懇談会」の開催 

⑬６月～：観光人材育成プログラム「しりべし未来創造大学」の開講 

⑭６月 ：「地域連携会議」による外部評価の実施 

⑮～３月：自己点検評価の実施及び市民参加型の外部評価委員会の開催 

⑯～３月：ビジネス創造センター主催による成果報告シンポジウムの開催 

⑰～３月：プロジェクトの成果等還元のための地域セミナー，フォーラム等の参加 

⑱～３月：ＣＯＣ採択大学等訪問調査報告会の開催 

b.補助対象経費別内訳表（平成２７年度実績報告書「費目別収支決算書の「補助事業に要

した補助対象経費の額等」」及び「補助対象経費別内訳対比表の「実支出額」」より転載）

経費区分 金額（円） 実支出額 

物品費 

 

 

 

 

 

 

人件費・謝金 

 

 

 

 

 

598,531 円 

 

 

 

 

 

 

27,833,501 円 

 

 

 

 

 

【設備備品費】0 円 

【消耗品費】598,531 円 

地域志向及び国際教育活動にかかる消耗品 103,572 円 

研究及び社会貢献活動にかかる消耗品     72,465 円 

会議，シンポジウム開催にかかる消耗品  262,225 円 

ＣＯＣ推進本部の運営にかかる消耗品   160,269 円 

 

【人件費】27,602,159 円 

地域連携コーディネーター 給与等   8,527,477 円 

学術研究員①       給与等   6,363,256 円 

学術研究員②       給与等   5,918,201 円 

事務補佐員①       給与等   3,580,453 円 

事務補佐員②       給与等   3,051,944 円 
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- 19 - 

 

 

 

 

 

 

旅費 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

 

 

 

 

 

 

1,378,657 円 

 

 

 

 

 

 

 

7,145,053 円 

学術研究員②      退職手当    160,828 円 

【謝金】231,342 円 

地域学非常勤講師謝金   44,000 円 

ＴＡ謝金         69,142 円 

外部評価委員謝金     118,200 円 

 

【旅費(うち国内旅費)】1,378,657 円 

地域懇談会旅費              93,830 円

北海道内出張旅費(ニセコ，俱知安等)    347,660 円

北海道外出張旅費(フォーラム等参加)    699,567 円

知(地)の基礎系講師旅費(東京等)      138,280 円

知(地)の基礎系にかかる打合せ旅費(東京等) 88,120 円

外部評価委員旅費             11,200 円

 

【印刷製本費】249,150 円 

観光情報発信リーフレット        249,150 円 

【会議費】34,560 円 

しりべし未来創造大学開催(会場借料)     34,560 円 

【通信運搬費】180,447 円 

地域調査用モバイルＷｉ－Ｆｉ更新ライセンス 

                    96,200 円 

チラシ送付にかかる郵便料        72,727 円 

関係自治体及び外部評価委員への資料送付用レターパ

ック                   11,520 円 

【その他(諸経費)(うち委託費以外)】6,680,896 円 

公共交通機関未整備地域(しりべし地域)における教育

研究調査活動(タクシー代)           5,640 円 

スキャナ修理代               11,372 円 

駐車料金                  5,250 円 

地域志向教育研究経費               6,658,634 円 

 

 

 

 

 

 

合計 36,955,742 円  
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- 20 - 

２．平成２８年度の実施予定（２ページ以内） 

a.事業実施計画（平成２８年度補助金調書「（別添１）４．平成２８年度の事業実施計画」

より転載） 

①４月～：インターリージョナルな人材を育成するための教育活動の実施 

②４月～：地域連携コーディネーターを中心としたネットワーク形成及びコーディネート活動

の実施 

③４月～：教員及び研究員による地域研究及び社会実験の実施 

④５月 ：「地域経済活性化に向けた連携ビジョン(Ver.1)」に基づくプロジェクト評価の実施 

⑤６月 ：地域志向型教育研究プロジェクト公募の実施 

⑥６月～：各地域における「地域懇談会」の開催 

⑦６月～：観光人材育成プログラムの開講 

⑧７月 ：「地域連携会議」の開催 

⑨～９月：平成２７年度事業報告書の作成 

⑩～３月：インターリージョナルな人材を育成するためのカリキュラムの検証 

⑪～３月：学内紀要，web 等を活用した地域研究成果の公表 

⑫～３月：市民参加型の外部評価の実施と外部評価委員会の開催 

３．平成２９年度の実施予定（２ページ以内） 

a.事業実施計画（平成２８年度補助金調書「（別添１）９．参考資料」より転載） 

①４月～：インターリージョナルな人材を育成するための教育活動の実施 

②４月～：地域連携コーディネーターを中心としたネットワーク形成及びコーディネート活動

実施 

③４月～：教員及び学術研究員による地域研究及び社会実験の実施 

④５月 ：「地域経済活性化に向けた連携ビジョン(Ver.1)」に基づくプロジェクト評価の実施

⑤６月 ：地域志向型教育研究プロジェクト公募の実施 

⑥６月～：各地域における「地域懇談会」の開催 

⑦６月～：観光人材育成プログラムの開講 

⑧７月 ：「地域連携会議」の開催及び「地域経済活性化に向けた連携ビジョン(Ver.2)」の検

討 

⑨～３月：市民参加型の外部評価の実施と外部評価委員会の開催 

⑩～３月：蓄積したアクティブラーニングのケースを「小樽商大メソッド」として公開 

⑪～３月：しりべし総合観光ネットワーク構想の提言 

⑫～３月：最終成果報告シンポジウムの開催 

⑬～３月：事業報告書等の作成 

４．平成３０年度の実施予定（２ページ以内）※平成２６年度選定校のみ 

a.事業実施計画（平成２８年度補助金調書「（別添１）９．参考資料」より転載） 
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別添資料 
 

 

事業名称：地域と共創する北海道経済活性化モデルと人材育成 

 

 

大学等名：小樽商科大学 
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0

5

10

15

20

25

30

35

40

平成25年度 平成26年度 平成27年度（件）

万円

万円

万円

プロジェクト予算枠（万円）

250

2000
700

採択

採択

不採択 学長奨励枠（Ｈ27 のみ）

6

31

10

612 件

34 件
30 件

公募プロジェクト予算枠と申請・採択数一覧

公募プロジェクトの予算枠は，ＣＯＣ事業の予算総額の逓減に伴い，平成 26年度の 2,000 万円から，
平成 27年度には約 1/3 の 700 万円に大幅減額となっている。
そのため，公募段階においても採択予定数の減少と，採択審査の厳密化について事前にアナウンス
をしたところであるが，予算の大幅減額に対して，応募数は 34件から 30 件の微減に留まっており，
ＣＯＣ事業３年目を迎え，教員の地域志向のプロジェクトに対する意識の向上が伺える。

プロジェクトの参加教員数は，平成 25年度 8名，平成 26年度 61 名，平成 27 年度 34 名となって
いる。平成 26年度から平成 27年度の減少については，予算上の都合から，平成 27年度の採択数
が 10件（学長奨励枠を含めると 16件）と大幅に減少したことが主な要因である。また，これまで
の学内者のみの採択審査では，参加教員数の多いプロジェクトを審査の際に優先する傾向があった
が，採択審査に地域の有識者が参加し，プロジェクトの中身のみで厳密な審査をしたことも要因の
一つと言える。

平成 27年度の「学長奨励枠」とは，採択審査において不採択になったプロジェクトのうち，総合
得点が上位のプロジェクトを中心に，今後の発展が期待される萌芽的プロジェクトに対して，学長
の裁量により一律２０万円の予算を措置した新しい取組である。

●

●

●

予
算
大
幅
増

予
算
大
幅
減

採択

採択

学長奨励枠
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１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

17

18

倶知安町

ニセコ町

小樽市

札幌市

２ ５ ９

12 14 ２

後志地域全体 北海道全体

４

２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
２10
２11
２12
２13

７ ９ 13 16 ２６

１ 16 ２８ ２12

５ ６ 14 16 17

【研究分野】

【教育分野】

平成26年度　小樽商科大学ＣＯＣ公募プロジェクト一覧

１ 16 ２８ ２12

３ ４ ５ ６ 10 11

12 13 15 16 17 18

２１ ２２ ２５ ２７ ２９ ２11 ２13

余市町余市町

積丹町

仁木町

２６

２３

８ 13 ２７

ニセコ観光圏における長期滞在型観光に関する調査研究
北海道特有の法的紛争及びその解決への序論的考察

SNSを使った地域観光ブランドのグローバルな発信

歴史的街並の持続的な保全・活用に向けたファンド形成
地域企業の海外展開支援に関する国際的な補助金ルール

政治的課題・防災情報の情報抽出及び情報発信

食を通じた観光戦略プランの策定
観光を主軸とした地域経済活性化に関する調査研究

雇用・医療・介護の新たな協同のための法制度研究
北運河及び北前船の歴史的価値の観光資源化
自治会町会の自然災害に対する防災力評価

経済学分野における地（知）の拠点の確立
ワイン・クラスター形成プロセスの調査研究

フードビジネスの海外展開事例分析
食を通じた健康づくりの取組と評価
キャラクターを活用した地域間連携手法の開発
小樽市立病院・医療ツーリズム事業の実現可能性調査

地域通貨を活用したコンテンツツーリズム

地域通貨Tarcaに注目した社会調査の実践
小樽観光業に関する実態調査
アクティブラーニングを導入した地域志向型ゼミナール

北海道特有の紛争・北海道発生の重要紛争に関する教育
地域情報を発信するためのメディアリテラシー教育
積丹町における自然生態系を活かした地域振興策の構築
ヒューマンストーリーを活用した新たな観光資源の開発
中長期滞在型観光客向けモビリティサービスの基本構想
小樽市鰊御殿の英文パンフレット作成
地域企業のグローバル人材ニーズ及び人材像調査
小樽港クルーズ客船の外国人乗船客用観光マップ作成
ニセコ観光圏における国際観光マーケティング
地域と学生をつなげる新たな小樽ガイドブックの制作

２10

２10

１

２

３

４

５

６

７

８

倶知安町

ニセコ町

小樽市

札幌市

２

後志地域全体 北海道全体
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８

１

６

【研究分野】

【教育分野】

平成27年度　小樽商科大学ＣＯＣ公募プロジェクト一覧

１

３

余市町余市町

積丹町

ニセコ観光圏（倶知安町，ニセコ町）における，長期滞在型観光に関する調査・研究【継続】
余市町における観光を主軸とした地域経済活性化に関する調査・研究【継続】

歴史的建造物保存・活用のためのファンド形成のための研究【継続】

積丹町余別川にサケの遡上を復活させるプロジェクト【継続】
小樽・後志地域における北前船の歴史的価値の観光資源化【継続】

キャラクターでつなげる地域の輪プロジェクト(Circle of Characters)【継続】

観光資源開発としての小樽市立病院・医療ツーリズム事業の実現可能性調査【継続】
小樽市民と商大生が支える地域メディアの定着へ向けて【継続】

天狗山と山手エリアのグローバル観光推進への取組
ICTを活用した観光案内サービスの提案 -観光案内所のIT化によるサービス向上を目指して-
地域通貨を活用した地域コミュニティのための金融教育プロジェクト

積丹町における教育・研修旅行の体験型メニュー（夏季・厳冬期・海外向け）５０種類の開発
北海道法学教育プロジェクト︓地域のリーダーを育成するための法教育【継続】
外国の来館者を増やすための小樽水族館とビジュアルサポートの共同企画
地域企業の成長戦略に関するケーススタディと企業家教育 ―後志地域と先進事例の比較分析―
中国語・韓国語による小樽観光案内作成プロジェクト

※　　　　については，学長奨励枠として一律 20万円で選定された
プロジェクトのため，申請時と取組内容が変わる可能性があります。

２

※ 【継続】については，平成 26年度に引き続き採択されたプロジェク
トです。

２

４

５

５ ６

６

６

６

６７

７ ８

２１

２１ ２２ ２３

２４

２５

２６

２７ ２７

２８
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平成２５年度「地（知）の拠点整備事業」選定取組

小樽商科大学
連携自治体：小樽市、倶知安町、ニセコ町、札幌市、北海道（後志総合振興局）

事業名：地域と共創する北海道経済活性化モデルと人材育成

課題に対する大学の取組
25年度
（申請時）

27年度
（予定）

29年度
（目標値）

地域科目（知（地）の基礎系）履修者 ー 新設 １００％

（教員目線による）地域を志向した科目数 １１科目 １５科目 ２０科目

■グローカルマネジメント副専攻ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの新設
2年次前期から所属する「主専攻」（4学科）に加え、2
年次後期から所属可能な副専攻「グローカルマネジメ
ント副専攻プログラム」を平成27年度に新設します。

グローカルとは、「グローバル」+「ローカル」を掛け合わ
せた造語ですが、グローバル（地球規模）な視野で、
ローカル（地域の視点）に考えて行動できる人材を育
成するプログラムであり、本学が掲げる「インターリー
ジョナルな人材の育成」を体現するものです。

（これまでの成果）
■地域志向教育にかかる改革の推進
ＣＯＣ事業の根底にある理念として「改革」が挙げられ
ますが、教育改革に２つの観点から取り組んでいます。
① 地域科目の増加＝カリキュラム改革
知（地）の基礎系をはじめとして、学則の改正により地
域科目の必修化を進めるカリキュラム改革を実施して
います。
② 地域志向科目の増加＝教員の意識改革
学則の改正等を必要とする前者とは異なり、個々の教
員が、自らの講義内容に地域を志向した内容を盛り込
むものであり、教員の意識改革による科目数の増加を
目指しているもので、平成２７年度には、シラバスの電
子化に伴う当該項目の新設により、学生への可視化
を図ります。

■地域志向教育プロジェクトの実施
事業開始（平成25年度）当初は、研究領域のみを対
象としてプロジェクトを学内公募しましたが、平成26年
度から、教育領域にかかる地域志向プロジェクトの公
募を開始し、１３件のプロジェクトを採択しました。

（地域志向カリキュラムの特徴）
平成27年度に新設するグローカルマネジメント
副専攻プログラムは、次の３つの科目群で構
成されています。

１．地域キャリア教育科目群
地域視点を養う教育を推進し、地域に根差し
た職業能力を育成する科目群です。地域社
会（北海道）の一員としての意識、意欲及び責
任感を涵養します。
２．グローバル教育プログラム科目群
地球規模で経済・経営を学び、グローバルマイ
ンドを養う科目群です。英語による専門教育に
加え、留学を大学が支援します。
３．言語文化教育科目群
先進的で実践的な外国語教育により、異文化
理解と言語能力を育成する科目群です。

特に１においては、COCコーディネーターを中
心とした、幅広い分野の専門家を講師に迎え
るオムニバス形式の「地域学」を平成２７年度
に新規開講し、平成２５年度からスタートした
COC事業の成果を、事業年度内にいち早く学
生に還元します。

（卒業後の学生のイメージ）
 北海道経済の再生と振興を担う、企業

家精神を有したインターリージョナルな人
材

 国内外のビジネスクールに進学するなど
により、地域と世界の両方で活躍可能な
ビジネスパーソン

連携自治体の課題（平成25年度申請時点）

地域の特徴 地域が抱える課題

農業や漁業、ものづくり、
商業など、第１次産業か
ら第３次産業までの各
産業が盛んである。

人口減少による過疎化
や、地域コミュニティの希
薄化の進行など、地域
人材が不足している。

北海道ニセコ町
町長

片山 健也

昨今、世界から観光客が集まるニセコエリア。ここは戦前から温泉やスキーが観光資源に

なっています。しかしながら、当時と同じ姿であり続けたのではなく、時代の変遷とともに変

化してきました。今後はさらに高いレベルでの変化が求められます。正しく変化するために

は、情報（知）が必要です。大学と連携は、小さな地域では自力で持つことが難しい専門

性を得ることができ、高い専門性はさらなる情報を生むものと期待しています。

地（知）の拠点として

事業の概要・目的
（地域の課題）

小樽商科大学が所在する「しりべし地域」は、国際色豊
かな観光地として名高い小樽市、倶知安町、ニセコ町
を含む地域であり、地域ブランドの「魅力」と過疎化の
「課題」が詰まった、北海道の縮図とも言える地域です。

（課題解決のための大学の取組）

人材育成の取組
（人材育成像）
「軸足は地域に、視点は世界に」をモットーとし、地域
と世界を結び、北海道経済の活性化を担うインター
リージョナルな人材を育成します。

（目指す人材育成のためのｶﾘｷｭﾗﾑ改革）
入学したばかりの学生にとってイメージをつかみにくく、
自由意志では選択の対象となりにくかった地域に関す
る科目を、初年次に「必修化」するとともに、より深く学
びたい学生への「選択肢」として２年次に副専攻コース
を設置する等、人材育成のための順次性を持ったカリ
キュラム改革を平成２７年度に実施します。

■知（地）の基礎系の新設
1年次配当科目の「知（地）の基礎系」を、平成27年
度から新設します。全学必修の科目群であり、入学当
初から地域志向の教育を展開します。

小樽商科大学
商学部商学科3年次

千秋 拓也

私は現在、ニセコ地域を事例とした「観光のためのモビリティサービス」に関する研究に携

わっています。先だって中長期滞在型の外国人観光客の方を対象にアンケート調査を行

いました。英語を用いた調査はハードルが高いと感じていましたが、想定していたよりも協力

的で驚きました。今回、地（知）の拠点整備事業の一環として、地域経済の発展に役立つ

サービスの設計を目指すとともに、自分自身も成長できるよう奮励努力する所存です。

地域経済の発展に役立つサービス設計を目指して

教
育

北海道経済の活性化に必要な、地域を理解し、海
外につなげることのできる人材を育成するカリキュラ
ムを構築し、地域に有為な人材を輩出

研
究

地域からのニーズを基に、事業規模に応じてS・A・
Bの3区分のプロジェクトを公募し、産業振興につな
がる地域課題研究及び社会実験を実施

社
会
貢
献

継続的な地域活性化を目標とし、地域住民を主役とし
たまちづくりの推進のため、大学の知見を地域の人々に
還元する地元人材育成プログラムを開講
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※学外（地域）と学内者の比率は１：１
※４者の持ち点は均等
※自治体からは文科省のＣＯＣペーパー
　レフェリー経験者が参加

地域志向型教育研究プロジェクト　採択審査フロー

....... .........
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................................
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..................................
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..............................
..................................
..................................
..................................
..... .........
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..................................
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地
域
（
自
治
体
）

外
部
評
価
委
員
会

学
長

Ｃ
Ｏ
Ｃ
担
当
教
員

項目別に 5段階で評価
・取組計画・実施方法
・成果と還元予定
・地域からの要望

※　　で採点を実施した教員はＷＧに含めない。

採択（原案）に漏れたプロジェクトについて，得点上位組から順に学長枠として６件を選定し，
一律２０万円を支給。

昨年度からの継続申請プロジェクトについては，
新規申請分に不利益の出ない範囲で，昨年度の評価
（連携機関 13 機関＋学長）に基づく加点・減点を実施

※申請額が 100 万円であっても，例えば支出が
　認められない項目が 30 万円分あった場合，
　当該プロジェクトのＭＡＸを 70 万円に設定

......  ... .....
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......  ... .....

......  ... .....

......  ... .....

事務職員による予算上のチェック 学内・学外有識者による申請書類審査

 採択審査ＷＧによる採択原案の作成

 学長による教育研究奨励枠（一律支給）の選定

事務職員により，補
助金ルール，学内ルー
ル上支出が認められ
ない経費をチェック
して該当項目を減額

....... .........
   ......................
................................
..............................
..................................
..................................
..................................
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    ...........   ...........
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..............................
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..................................
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    ...........   ...........

......  ... .....
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......  ... .....

......  ... .....

......  ... .....

......  ... .....

......  ... .....

１ ２

３

４

５

 ＣＯＣ推進本部会議に附議の上，
 最終的に学長が決定

６

1   ……………       115
2   ……………       113
3   ……………       109

29   ……………       55
30   ……………       37

・
・
・
・
・
・

ＣＯＣ推進本部会議

採択審査ＷＧ
得点順に序列化した一覧に基づ
き，下記の観点を加味して採択原
案を作成。
・ＣＯＣの事業趣旨との適合性
・本補助金による支出の適正性
・地域との連携度

１

【新たな採択審査形式のポイント】
・学長のリーダーシップによる事業決定（学長奨励枠の新設を含む）
・地域の声（過去の評価結果）を活かし，外部有識者が審査に加わる採択審査の初実施
・役割分担を明確にした，透明性・公正性のある審査フローの構築

 昨年度評価に基づく加点・減点

地域
学長
教員
事務職員
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平成２８年度評価  評価結果  

 

（「地（ 知）の拠点大学による地方創生推進事業委員会」による評価） 

選定年度  平成２５年度 整理番号 １ 

大学等名称  小樽商科大学 

事業名称  地域と共創する北海道経済活性化モデルと人材育成  

（総合評価） 

Ａ：計画どおりの取組であり、現行の努力を継続することによって本事業の目的を 

達成することが期待できる。  

 

［コメント］  

 

【優れている点】  

・学内におけるカリキュラムの改革に加え、「まちなか教室」の運営など地域に根差

した教育プロジェクトを発展させていることは評価できる。  

・地域志向科目と地域志向型教育研究プロジェクトが有機的に結びついていることは

評価できる。  

 

【改善を要する点】  

・地域に根差した国立の単科大学としての「インターリージョナル」な人材育成の独

創性を一層明確に打ち出し、より広域の北海道経済へ貢献することが期待される。  
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（大学限り開示） 

事業実施に当たって、以下に留意事項及び参考意見がある場合は、それらを踏まえ、適

切に対応願います。 

また、留意事項は、COC＋全体における中間評価等において、参加校としての対応状況

を確認することがあります。 

なお、参考意見は、特にその対応状況を確認する趣旨のものではありませんが、事業実

施に当たっての参考としてください。  

 

［留意事項］  

・特になし  

 

 

 

 

 

［参考意見］  

・地域に根差した国立の単科大学としての「インターリージョナル」な人材育成の独

創性を一層明確に打ち出し、より広域の北海道経済へ貢献することが期待される。 
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平成２８年度評価 評価結果の総括 

 

平成２９年２月１３日 

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業委員会 

 

地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）は、平成２５年度から「地域のた

めの大学」として、各大学の強みを生かしつつ、大学の機能別分化を推進し、地域再生・

活性化の拠点となる大学の形成に取り組んできた「地（知）の拠点整備事業（大学 COC 事

業）」を発展させ、平成２７年度から COC+として地方公共団体や企業等と協働して学生に

とって魅力ある就職先の創出をするとともに、その地域が求める人材を養成するために必

要な教育カリキュラムの改革を断行する大学の取組を支援することを目的として実施され

ている。 

COC+に選定された各事業は大学 COC 事業の取組内容を包含していることから、平成 

２５年度に５１件、平成２６年度に２５件、それぞれ大学 COC 事業として選定された事業

についても併せて評価することにより、COC+を効果的に実施していく上で参考とするため

に平成２８年度評価を実施した。 

平成２８年度評価の評価結果は、「Ｓ：計画を超えた取組であり、現行の努力を継続する

ことによって本事業の目的を十分に達成することが期待できる。」が７件、「Ａ：計画どお

りの取組であり、現行の努力を継続することによって本事業の目的を達成することが期待

できる。」が４０件、「Ｂ：一部で計画と同等又はそれ以上の取組もみられるものの、計画

を下回る取組であり、本事業の目的を達成するには、助言等を考慮し、一層の努力が必要

である。」が２３件、「Ｃ：取組に遅れが見られる等、総じて計画を下回る取組であり、本

事業の目的を達成するためには、当初計画に基づく目標の早急な達成や事業規模の縮小等

に向け、事業計画の抜本的な見直しが必要である。」が６件である。 

計画どおり順調に進捗している例として、以下のとおり本事業による成果が見受けられ

る。 

・教育・研究・社会貢献にわたる目標の達成に向けた取組に加え、多くの事業において地

域志向科目の全学必修化に向けた取組も見られる。 

・教育カリキュラム改革を含む事業目標達成のための各種取組においては、学生及び教職

員に対するアンケートが実施され、取組の成果と関係者の意識の変化を把握するととも

に、本事業の意義の周知を図る試みが見られる。 

・自治体等との連携・評価においては、自治体等の職員が授業に参加するなど連携関係の

強化が進んでいる。 

・実施体制や事業の継続・発展及び平成２７年度の取組と今後の見通しにおいては、当初

計画を超えた地元企業や他大学との連携など、COC+への接続を見据えた取組が見られる。 

一方で、以下のとおり計画の見直しが求められる点も見受けられる。 

・目標達成が危ぶまれる点 

・学長によるリーダーシップ等の学内の実施体制や外部評価の仕組みが明確でない点 

・地域志向の教育研究での成果を人材育成へ結びつける過程が不十分である点 

今後、社会が急激に変化する中で持続的な成長と発展を築くため、大学等には主体的に

考える力を持ち、社会の様々な課題を解決に導く多様な人材を養成することが求められて

いる。そのため、事業を実施する大学等においては、今回の平成２８年度評価で示された

課題の解決に向けて対応するとともに、COC+大学であるか参加校であるかを問わず、

COC+への展開を見据えて着実に事業を進展させた上で、事業の成果を広く他大学や自治体、

企業等へ波及・還元させることを期待する。 
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平成 28 年度

プロジェクト成果報告書

このプロジェクト成果報告書は，パネル展示等による一般の方への公表を前提として

いるため，各プロジェクトとも「１枚」にとりまとめた簡略版となります。プロジェ

クトの詳細な報告書，プロジェクト代表者からのコメント等については，本学 web サ

イトでご確認いただけます。

●

本学のＣＯＣ事業では，地域活性化のためのプロジェクトに関して，「地域経済活性

化に向けた連携ビジョン」に基づき，地域の方々に評価，採択審査に参画していただ

いております。本報告書は，評価の際の資料としても活用しているものです。

●

地 域ニーズに基づく公募

地 域主体の評価

実施

成果
報告

評価
通知 評価

採択
審査

公募

地 域への情報発信

経済活性化に向けた連携ビジョン（Ver.1）

地 域への成果報告・還元

地 域の声をフィードバック

地域
公募プロジェクトによる　　　　との協働 小樽商科大学国立大学法人

公募で採択されたプロジェクトの情
報，過去のプロジェクトの成果を
web 等で情報発信

との対話を通じてプロジェクトを
推進

成果報告会の実施，公表を前提
とした個々のプロジェクトの成果
報告書の作成

成果報告書に基づき，連携地域
１３名及び学長による地域主体の
プロジェクト評価の実施

評価結果の得点及び地域からの
意見・要望を個々のプロジェクト
代表者に直接フィードバック

地域ニーズ及び地域からの評価・
意見を基にブラッシュアップした
プロジェクトを公募

地域と学内の審査者比率を１：１と
し，過去の評価結果を加味した地
域協働型の採択審査

情報
発信

地域

地 域と協働した事業実施地 域の声を活かした採択審査
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プロジェクト成果物見本

【教育１】　旧手宮線英語版パンフレット

【教育4】小樽れっけん：小樽の歴史的建造物ものがたり

【教育７】　小樽のひとに学ぶ
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プロジェクト成果物見本

【教育９】　おたる水族館パンフレット（英語，簡体字，韓国語，繁体字）

【研究４】　ご当地キャラクターシールリレー2016

小樽商科大学国立大学法人

キャラクターでつなげる

地域の輪プロジェクト

Circle Of Characters

実施結果報告書
シールリレー 2016 

ご当地キャラクター小樽商科大学PRESENTS

SHIRIBESHI

開催期間 H28.7 2 10 2▼

開催期間 H28.7 2 10 2▼

ご当地キャ
ラクターシ

ールリレー
は，小樽商

科大学が主
催するスタ

ンプラリー
形式の地域

周遊促進イ
ベントです

。
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